
政策１　安心してこどもを産み育てられるまちを目指します 383,559千円
1 (拡) こども政策課、こども支援課 こども若者家庭センターの機能強化 5,607千円
2 (新) こども支援課 プレコンセプションケア推進事業 348千円
3 (新) 教育保育課 こども誰でも通園制度の開始 2,355千円
4（新） こども支援課 961千円
5（新） こども支援課 妊婦のための支援給付交付金事業（子育て支援アプリの機能追加） 787千円
6（拡） 学校教育課 いじめ・不登校対策の推進 5,831千円
7（拡） 教育保育課 放課後児童クラブ運営事業 367,670千円

政策２　学び合い成⾧できるまちを目指します 314,926千円
8 (新) 教育企画課 小中学校体育館空調整備事業 7,200千円
9 (拡) 学校教育課 （特）部活動地域展開の加速化（リビングラボトリガープロジェクト） 3,883千円

10（継） 学校教育課 指導者用デジタル教科書の追加導入 9,518千円
11 (新) 学校教育課 特別支援教室、通級指導教室の新規開設（山名小） 1,100千円
12 (継) 学校教育課 「考える力」育成推進事業 390千円
13 (新) おいしい給食課 学校給食費負担軽減事業 266,838千円
14 (継) 生涯学習課 まちじゅう図書館推進事業 25,997千円

政策３　笑顔でいきいきと暮らせるまちを目指します 121,567千円
15 (拡) 健康⾧寿課 ⾧寿しあわせ計画の策定 2,211千円
16 (拡) 健康⾧寿課 加齢性難聴者補聴器購入費助成事業 3,600千円
17 (拡) 健康未来課 健康経営の推進 1,373千円
18 (拡) しあわせ推進課 第４次障がい者計画に定める福祉計画の見直しと更新 517千円
19 (拡) 保健予防課 RSウイルスワクチンの定期接種化 19,333千円
20（拡） 健康⾧寿課 電力スマートメーター健康リスク分析実証事業 -
21 (新) 保険課 後期高齢者健診受診者に向けたAI活用受診の勧奨 4,915千円
22 (拡) しあわせ推進課 ひきこもり支援の充実（ひきこもり支援推進事業） 1,960千円
23 (拡) 保険課 60,148千円
24（継） しあわせ推進課 成年後見人事業の充実（候補者確保に向けた支援の拡充） 4,510千円
25（継） 健康未来課 総合健康センター基本計画策定 23,000千円

政策４　環境にやさしく快適に暮らせるまちを目指します 976,222千円
26 (拡) 都市計画課 （都）森町袋井インター通り線整備事業 32,646千円
27 (拡) 土木防災課、都市計画課 Fukuroi Central　Park構想の推進 904,900千円
28（拡） 協働まちづくり課 地域タクシー運行事業の拡充 2,700千円
29 (継) 都市計画課 公共空間開放活用事業（エキマチフェスタ） 1,000千円
30（新） 建築住宅課 大学等と連携した空き家の利活用 300千円
31（新） 建築住宅課 空き家除却補助 15,000千円
32（拡） 環境政策課 ゼロカーボンシティ推進事業 19,676千円

政策５　生活基盤の整った持続可能で安全なまちを目指します 326,170千円
33 (拡) 都市計画課、維持管理課 インフラメンテナンス包括的民間委託の拡充 86,170千円
34 (新) 維持管理課 （特）公園芝生・樹木等管理委託事業（ロボット草刈り機導入事業） 2,000千円
35（新） 都市整備課 みちプログラム更新事業 6,000千円
36（新） 水道課 水道管路の維持管理に向けたAIの活用 -
37 (継) 土木防災課 準用河川整備の推進 232,000千円

介護サービス提供体制整備促進事業費補助事業（介護施設充実支援事業）

令和８年度　主要事業の一覧

こども若者訪問支援事業（養育支援訪問事業・子育て世帯訪問支援事業）



令和８年度　主要事業の一覧
政策６　稼ぐチカラの向上による活力みなぎるまちを目指します 57,484千円
38 (新) 産業未来課 （特）稼ぐチカラ向上事業の実施 26,100千円
39（新） 産業未来課、企画政策課 872千円
40（新） 産業未来課 （特）データ分析を活用した企業誘致 4,600千円
41（新） 農政課 市内農産物の海外販路拡大 2,300千円
42（新） 農政課 （特）輸出拡大生産体制強化支援事業 13,400千円
43（新） 企画政策課 「地域おこし協力隊」の新規募集 7,212千円
44（新） 農政課 稼ぐチカラ向上事業の実施 3,000千円

政策７　交流が広がる魅力的なまちを目指します 20,984千円
45 (新) 企画政策課 （特）「推し活」応援プロジェクト～推しのまちに向けた挑戦～ 5,500千円
46 (新) 企画政策課 （特）ふるさと住民登録制度の研究　～2961Dayの開催に向けて～ 1,243千円
47 (新) 商業観光課、スポーツ政策課 （特） 1,800千円
48 (新) 商業観光課 新袋井観光魅力創出事業の開始 8,560千円
49 (新) 生涯学習課 （特）つながる!地域文化デジタル化事業の実施 3,881千円
50 (新) 商業観光課 電動バイクを活用した市内観光周遊促進事業 -

政策８　つながりによる安心と多様性のあるまちを目指します 47,523千円
51（新） 多文化共生推進課 280千円
52（継）多文化共生推進課、生涯学習課 子ども・若者海外留学支援事業 3,500千円
53 (継) 廃棄物対策課 可燃ごみ削減プロジェクト～ふくろい５３３０運動～ 37,051千円
54（継） 協働まちづくり課 交通安全対策推進事業 -
55（継） 協働まちづくり課 防犯灯設置、防犯対策推進事業 6,652千円
56（継）多文化共生推進課、危機管理課 外国人市民と備える防災訓練 40千円

政策９　災害に強い支え合いのまちを目指します 70,527千円
57 (新) 危機管理課 静岡県・磐田市・袋井市・森町総合防災訓練の実施 20,000千円
58 (継) 危機管理課 消防団組織体制の充実につなげる取組 -
59（新） 危機管理課 消防ポンプ車更新 30,050千円
60（新） 危機管理課 事業所と連携した防災備蓄の促進 -
61（新） 危機管理課 防災講演会等でのメローねっとの登録促進 219千円
62（新） 危機管理課 生活再建を支援するためのシステムの導入 20,258千円

基盤　多様な主体と共に創る　持続可能な行政経営 97,343千円
63 (拡) 支所市民サービス課 浅羽支所「おくやみワンストップ窓口」の開設 -
64 (拡) 財政課 公共施設等総合管理計画の改訂 11,000千円

66 (拡) 企画政策課 ふるさと納税制度を活用した地域の魅力発信事業 16,000千円
67（新） 水道課 水道事業における窓口業務等の事務の広域化 58,693千円
68（拡） デジタル政策課 次期生成AIサービスの利用検証 377千円

うみてらすＤＯＲＩ観光誘客官民連携・賑わい創出補助事業の開始

「ふくろい多文化、そうか!」プロジェクト　地域と共に創る多文化共生事業

（特） 11,273千円

中小企業等奨学金返還支援事業費補助金、地方就職学生支援金の開始

65 (拡)
総務課、デジタル政策課、
市民課、市民サービス課

フロントヤード改革の推進



事 業 の 目 的
・

概 要

こ ど も 若者が安心し て暮ら せる
　 　 　 　 　 　 　 　 　 こ ど も 施策と 相談支援体制の充実
　 こ ど も 若者家庭センタ ーは、 子ど も や若者と その家庭が安心し て
暮ら せる 地域をつく る ため、 こ ど も 政策機能と 相談・ 支援機能を 一
体化し た拠点と し て設置し 、 保健・ 福祉・ 教育・ 医療など 関係機関
と 連携し て早期発見・ 早期支援を実現する こ と を目的と し ている 。
　 初年度は、 こ ど も 施策の企画・ 立
案を担う こ ど も 政策部門と 現場対応
を 担う 相談支援部門が同一拠点では
なかっ たため、 令和８ 年度から 集約
し 、 効果的な施策をよ り 一層充実さ
せる ため、 現場の相談・ 支援ケース
やニーズを 迅速に施策へ反映し 、 支
援の質・ 一貫性・ 迅速性を高める こ と
を 目指す。

参考： R7当初 - 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

令和７ 年度
こ ど も 若者家庭センタ ーを設置
こ ど も 政策部門と 相談支援部門は、 別拠点に分かれて配置

令和８ 年度
こ ど も 政策部門と 相談支援部門を 同一拠点に集約する 。
同時に、 連携体制の整理等を 行い、 子ど も や若者と その家庭のニーズを把握し 、 こ
ど も 若者施策の推進を 図る 。

・ こ ど も 若者家庭センタ ーの認知度を向上さ せる 。
・ 子ど も ・ 若者の意見を 聴く 取組を 進める 。
・ 相談窓口の存在や、 困難に直面し た際に適切な支援を受ける こ と ができ る 旨を 分
かり やすく 直接子ど も に伝える 取組を進める 。
・ こ ど も 施策の効果を 確認する と と も に、 現場でのニーズを把握する 。
・ 現場で得ら れた相談・ 支援に関する 情報をこ ど も 政策部門に速やかに共有し 、 施
策見直し や新規施策の提案に反映する 。

　 こ ど も 政策部門と 相談支援部門を つなぐ 拠点と し て定着さ せ、 相談・ 支援ケース
や現場の声を も と にさ ら に効果的な施策を つく り 、 関係機関と 連携し て、 子ど も や
若者と その家族一人ひと り に応じ た必要な支援を迅速に提供でき る 体制を 整える 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 5, 607 千円

令和

事 業 名 こ ど も 若者家庭センタ ーの機能強化

担 当 課 こ ど も 若者家庭センタ ー　 こ ど も 政策課、 こ ど も 支援課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

袋井市こども若者家庭センター

シンボルマーク
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事 業 の 目 的
・

概 要

　 未来の選択肢を広げる 、 若い世代から の健康づく り
・ 若い世代が性や妊娠に関する 正し い知識を持ち、 自分たちの生活
や健康に向き 合い、 将来の健康について考え、 健康管理を 行う と と
も に、 妊娠を 希望する 方が健康で安全な妊娠・ 出産を 迎えら れる よ
う 、 小中学生を対象と し た講座を開催する 。

参考： R7当初 - 千円

事
業
内
容

令和４ 年度　 「 胎児期から の健康づく り 事業」 と し て妊娠中から 乳幼児期ま でを 通
　 　 　 　 　 　 し た生涯の生活習慣病予防のための事業を開始
令和５ 年度　 国のプレ コ ンセプショ ンケアの推進計画（ ５ か年） の発表
令和８ 年度　 プレ コ ンセプショ ンケア事業開始
　 　 　 　 　 　 （ プレ コ ンセプショ ン事業にあたる 事業の整理を 含む）

・ 小中学生を 対象にプレ コ ンセプショ ンケアに関する 講座を実施する 。
・ ホームページやパンフ レ ッ ト 等によ り 周知啓発を 行う 。
・ 庁内関係部署と 情報共有し 、 本市のプレ コ ンセプショ ンケア事業に関連する 事業
を 整理する と と も に、 令和９ 年度以降の事業展開を 検討する 。

・ 市内高校、 大学等と 連携し た若者への啓発活動など

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 348 千円

令和

事 業 名 プレ コ ンセプショ ンケア推進事業

担 当 課 こ ど も 若者家庭センタ ー　 こ ど も 支援課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

ライフコースごとの生涯を通した健康管理

・低出生体重児の増加

・若い女性のやせ

・予期しない妊娠

こうした中、性や健康に関する正しい知

識の普及や相談支援の充実が求めら

れ、国が、２０２５年５月「プレコンセプ

ションケア推進５か年計画」を発表。
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事 業 の 目 的
・

概 要

【 目的】
こ ど も の良質な成育環境を整備する と と も に、 すべての子育て家庭に対
し て、 多様な働き 方やラ イ フ ス タ イ ルにかかわら ない形での支援を強化
する ため、 月一定時間ま での利用可能枠の中で、 就労要件を問わず時間
単位等で柔軟に利用でき る 「 乳児等通園支援事業」 を創設さ れ、 児童福
祉法において規定、 令和７ 年４ 月１ 日から 施行さ れた。 令和８ 年４ 月か
ら 全国の自治体で実施する 。
【 概要】
保育所、 認定こ ど も 園、 地域型保育事業所等に通っていない０ 歳６ か月
から 満３ 歳未満のこ ど も を対象と する 。 実施場所は、 保育所、 幼稚園、
認定こ ど も 園、 小規模保育事業所等と し 、 一般型（ 在園時合同又は専用
室独立型） ま たは、 定員利用枠の空き 枠を活用し た余裕活用型で実施す
る 。 月10時間を上限と し 、 こ ど も の年齢に応じ て、 こ ど も 一人１ 時間あ
たり の単価を設定し 、 給付制度と し て事業を実施する 。

参考： R7当初 － 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

〇国の手引き や市が実施し たニーズ調査結果に基づき 、 「 袋井市第３ 期子ど も ・ 子育て支援
事業計画」 （ 令和７ 年３ 月策定） において、 量の見込を１ 日３ 人程度と し た。
〇令和８ 年度から の事業実施に向け、 見込み量を実施でき る 体制を確保する ため、 園長会等
で国が示す基準等の説明や意見交換を行う と と も に、 条例等の整備を行った。
〇実施園のアンケート 調査（ 計３ 回） を行った。 実施を希望し た園に対し 、 職員体制の確
認、 受入保育室の環境整備等、 認可の申請手続き や審査を進めた。
〇実施予定園においては、 保育士等の研修や保育実習、 シス テム操作確認等を実施し た。
〇ホームページ等で事業の周知を図った。

〇職員配置や安全管理、 保育環境整備等の定めら れた基準を遵守し ている かについて実地検
査を行う 。
〇利用者から 提出さ れた乳児等支援給付（ こ ど も 誰でも 通園制度） 認定申請に対し 、 適正な
事務処理を行い、 速やかに認定証を発行する 。
〇実施園に対し ては、 毎月ごと 、 利用人数に応じ た公定価格によ り 、 給付費の支払いを行
う 。 ま た、 シス テム導入（ 任意） への理解を求め、 事務処理の効率化を図る 。
〇実施園及び利用者の声を伺う 中で事業の課題を洗い出し 、 保育の質の向上や環境整備等を
図る こ と で事業を充実さ せる 。
〇ホームページ等で広く 市民に周知する 。

〇必要に応じ て事業実施園の園数を拡大し 、 量の確保に努める 。
〇実施園及び利用者の声を伺う 中で事業の課題を洗い出し 、 保育の質の向上や環境整備等を
図る こ と で事業を充実さ せる 。
〇ホームページ等で広く 市民に周知する 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 2, 355 千円

令和

事 業 名 こ ど も 誰でも 通園制度の開始

担 当 課 教育部　 教育保育課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

【誰でも通園制度での保育のイメージ】
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事 業 の 目 的
・

概 要

　 一人で抱え込ま せない、 子育て家庭の負担軽減
　 子育てや家事等に不安・ 負担を抱える 支援が必要な家庭に対し 、
地域の子育て支援機関と 連携し 、 養育支援訪問事業や子育て世帯訪
問支援事業を 実施し 、 保健師や支援員等によ る 育児支援・ 生活相
談・ 家事支援など を 行う こ と で、 安全な養育環境の確保と 切れ目の
ない包括的支援体制の強化を 図る 。

・ 養育支援訪問事業
　 保護者の養育を 支援する こ と が特に必要な家庭や支援が必要な妊
婦を対象に訪問支援を行う 。
・ 子育て世帯訪問支援事業
　 家事・ 育児の負担や不安を 抱
える 子育て家庭、 妊産婦、 ヤン
グケアラ ーのいる 家庭への訪問
支援を 行う 。

　 家事・ 育児の支援や相談対応
を 通じ て、 虐待リ ス ク の高ま り
を 未然に防ぐ 。

参考： R7当初 83 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

平成25年度　 養育支援訪問事業開始
　 　 　 　 　 　 子育て家庭の孤立や育児不安、 虐待リ ス ク の高ま り を受け、 家庭
　 　 　 　 　 　 を早期に支援する ため訪問型支援事業を 開始。
令和８ 年度　 養育支援訪問事業及び子育て世帯訪問支援事業を 地域連携機関へ
　 　 　 　 　 　 委託専門職の確保や現場経験・ ノ ウ ハウ の活用、 迅速な対応体制
　 　 　 　 　 　 の構築を 目的に、 地域の連携機関に業務を委託し て実施。 こ れに
　 　 　 　 　 　 よ り 訪問体制の拡充、 支援の継続性向上、 地域ネッ ト ワ ーク を 活
　 　 　 　 　 　 用し た多職種連携を 一層強化する 。

〇養育支援訪問事業
・ 地域の子育て支援機関に養育支援訪問を 委託し 、 職員と 連携し 支援を行う 。
〇子育て世帯訪問支援事業
・ 地域の子育て支援機関へ子育て世帯訪問を委託し 、 職員と 連携し 支援を 行う 。

　 委託先と は定期的な報告・ 協議を 行い、 支援方法の検討を進める 。

効果が確認でき れば、 対象の拡大や効果の確認方法の見直し など を行い、 子育て施
策の一層の充実を 図る 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間
平成25年度～（ 養育支援訪問事業）
令和８ 年度～（ 子育て世帯訪問支援事業）

予 算 額 Ｒ ８ 当初 961 千円

令和

事 業 名 こ ど も 若者訪問支援事業（ 養育支援訪問事業、 子育て世帯訪問支援事業）

担 当 課 こ ど も 若者家庭センタ ー　 こ ど も 支援課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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事 業 の 目 的
・

概 要

保護者の負担軽減、 簡単便利な健診予約で受診率UP!
・ アプリ から の健診予約を可能と する 。
・ 乳幼児健診など の対象日が近づく と プッ シュ 通知でお知ら せ、 そ
のま ま 簡単に予約ができ 、 健診の受け忘れがない。
・ 令和９ 年度から 本格実施（ 令和９ 年２ 月～移行期間） 。
・ 予約でき る 健診等： ７ か月児相談、 １ 歳６ か月児健診、 ２ 歳児
フ ッ 素塗布、 ２ 歳６ か月児相談、 ３ 歳児健診、 母子健康手帳交付、
マタ ニティ 面談、 マタ ニティ ス ク ール、 離乳食教室、 １ 歳幼児食教
室

参考： R7当初 880 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

令和４ 年度　 　 現予約シス テム導入の検証
令和５ 年度　 　 現予約シス テム本格導入
　 　 　 　 　 　 　 順番取り や混雑によ る 待ち時間が大幅に削減さ れた。
令和８ 年２ 月　 新し い子育て支援アプリ 運用開始
令和９ 年２ 月　 新予約シス テムの導入によ る 移行期間開始
令和９ 年４ 月　 新予約シス テムの本格実施

・ 令和９ 年度から 新予約シス テムの本格実施に向けた準備
　 （ 令和９ 年２ 月～移行期間開始）
・ 子育て支援アプリ の普及啓発

・ 予約シス テムを 利用し 、 母子保健事業を 安定し て実施。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 787 千円

令和

事 業 名
妊婦のための支援給付交付金事業
（ 子育て支援アプリ への予約シス テム 機能追加）

担 当 課 こ ど も 若者家庭センタ ー　 こ ど も 支援課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

簡単

便利
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事 業 の 目 的
・

概 要

○いじ め・ 不登校未然防止のためのデジタ ルツ ール等の導入
いじ めや不登校の未然防止と し てデジタ ルツ ール（ デイ ケン・
Ni CoLi ・ いじ めDアンケート ・ 学校風土D調査） やゲーミ フ ィ ケー
ショ ンワ ーク ショ ッ プ（ ク ラ ス ピ ・ シンキングエラ ー・ やはた行
動・ 学校風土向上カード ） を 導入し 、 いつでも 児童生徒が簡便に
SOSを発信でき る 環境づく り 、 リ ス ク のある 子ど も の早期発見・ 早
期支援に取り 組む。

参考： R7当初 10, 342 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 袋井市の不登校児童生徒は年々増加し ている 。 令和６ 年度、 ７ 年度には、 国の教
育支援体制整備事業費補助金（ 不登校児童生徒等の学び継続事業） を 活用し 、 校内
支援教育支援センタ ー「 ほっ と ルーム」 の設置・ 整備やほっと ルームの支援員
「 ほっ と ス タ ッ フ 」 の配置を 行い、 不登校児童生徒にと っ ての居場所づく り に取り
組んでき た。

　 令和７ 年度、 いじ め・ 不登校に関する 施策を 進めてき た。 し かし 、 いじ めや不登
校は増加傾向にあり 、 いじ めの事後対応や不登校の復帰支援における 対応だけでは
いじ めが発生し たり 、 新規不登校者が出現し てし ま う と いう 課題が残った。
○いじ め・ 不登校の未然防止
・ 文部科学省の事業である 「 誰一人取り 残さ れない学びの保障に向けた不登校・ い
じ め対策等の推進」 の中の目指す姿「 心の小さ なSOSを見逃さ ず、 チーム学校で支援
し ま す」 と 「 学校の風土に見える 化を通し て、 学校を みんなが安心し て学べる 場所
にし ま す」 に沿っ て、 デジタ ルツ ールを 活用し 、 簡便にSOSを発信でき る 環境づく り
や主体的に学校風土向上に向けた取組を 進める 。
・ ゲーミ フ ィ ケーショ ンワ ーク ショ ッ プでは、 いじ め予防授業の中で児童生徒は
カード ゲームを活用し て楽し みながら 、 いじ めのよ う な難し い問題を 自分事と し て
学ぶこ と ができ 、 問題行動やいじ めの未然防止に取り 組むこ と を 進める 。
・ デジタ ルツ ールやゲーミ フ ィ ケーショ ンワ ーク ショ ッ プを活用する こ と によ っ
て、 児童生徒にと って、 学校が誰も が楽し める 魅力ある 居場所と なり 、 いじ め・ 不
登校の未然防止に繋げていく 。

・ いじ め・ 不登校の未然防止における デジタ ルツ ール・ ゲーミ フ ィ ケーショ ンワ ー
ク ショ ッ プの活用。
・ 校内教育支援センタ ーの備品等の環境整備。
・ 校内教育支援センタ ーの支援員の配置。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 5, 831 千円

令和

事 業 名 いじ め・ 不登校未然防止事業

担 当 課 教育部　 学校教育課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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事 業 の 目 的
・

概 要

【 目的】
○児童福祉法の規定に基づき 保護者が仕事など で昼間家にいない小学生の児童
に、 小学校の空き 教室や別館で適切な遊びや生活の場を提供
○異学年と の交流を通じ た児童の健全育成
○保護者の就労支援
【 概要】
○放課後に小学校の空き 教室や専用のク ラ ブハウ ス で、 宿題、 読書、 工作、 外
遊び、 季節行事（ 遠足、 ク リ ス マス 会） 等など の活動を行い、 遊びを中心と し
た、 異年齢のこ ど も たちのと の関わり の中で、 互いを 思いやる 気持ちや集団生
活のルールを学ぶ場を提供する 。
【 特記事項】
〇Ｒ ８ . ４ 月から 、 地区育成会が運営する ８ ク ラ ブが法人化し 、 経営やマネジメ
ント 体制の強化を 図る 。

参考： R7当初 349, 983 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 核家族化の進行や女性の就業拡大等によ り 、 放課後児童ク ラ ブの必要性が高ま ったこ と から 、 順次
ク ラ ブを開設し 、 平成21年度ま でに全小学校区においてク ラ ブ開設し た。
○ク ラ ブの運営を 委託し ており 、 委託先は年々増加し ている 。 現在の委託先は、 地域の放課後児童ク
ラ ブ育成会のほか、 特定非営利法人ふぁ みり あネッ ト 、 特定非営利法人国際教育文化協会、 株式会社
ユニバース 、 一般社団法人大き な木ふく ろいと なっ ている 。
○平成31年度 対象年齢を３ 年生ま でから ６ 年生ま でに拡大し た。
○令和２ 年度 ひと り 親家庭利用支援事業を開始し た。
〇令和３ 年度 電子申請の運用を開始し た。 （ Ｒ ６ 電子申請は1, 320人で、 利用者全体の84. 5％）
〇令和５ 年度 袋井南小学校区に新設 定員40人、 袋井北小学校区に新設 定員40人
〇令和６ 年度 高南小学校区に新設 定員40人、 山名小学校区に新設 定員40人
〇令和７ 年度 高南小学校区に新設 定員40人、 山名小学校区に新設 定員50人、 袋井南小学校区を増
設し 、 定員拡大（ 35人増）

〇地区育成会が運営する ８ ク ラ ブを統合及び法人化し 、 マネジメ ント 体制の強化を図る 。
〇物価や人件費等の高騰に伴い、 保護者負担金を引上げする 。
〇保育環境の充実のため、 登降所管理シス テム、 集金事務の効率化を図る ためのキャ ッ シュ レ ス 決済
の導入の検討
〇支援員等の質の向上を図る ため、 支援を要する 児童への対応や支援方策等についての支援員研修会
を開催

〇小学校の特別教室の活用や従事者（ 人材） の確保、 新たな受託者の開拓等によ り 、 必要に応じ て定
員を拡大し 、 待機児童の解消に努める 。
〇人材確保のため、 従事者の賃金の引き 上げなど 処遇改善に努める 。
〇保育の質の向上のため、 支援を 要する 児童への対応・ 支援方策等についての研修を 充実する 。
〇保育環境の充実のため、 登降所管理シス テム、 集金事務の効率化を図る ためのキャ ッ シュ レ ス 決済
の導入の推進を図る 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 367, 670 千円

令和

事 業 名 放課後児童ク ラ ブ運営事業

担 当 課 教育部　 教育保育課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

【放課後児童クラブでの

活動の様子】
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事 業 の 目 的
・

概 要

　
　 　 　 　

１ 　 目的
　 近年の猛暑に伴う 屋内体育館の使用制限を解消し 、 児童生徒の安
全な学習環境を確保する と と も に災害時の避難所機能を強化する た
め、

こ と を
目指す。

２ 　 空調方式の概要
　 各空調方式によ る 特徴等を 整理し た結果、 空調効果と コ ス ト メ
リ ッ ト が高い、 電気式大風量エアコ ンによ る 整備を 行う 。

参考： R7当初

R7. 11月補正 2, 400

0

千円

千円

事
業
内
容

＊事業の経過

・ 令和７ 年11月に「 袋井市立小中学校体育館空調設備整備計画」 を策定。
・ 令和７ 年11月補正予算において、 先行し て４ 小中学校（ 袋井南小、 袋井北小、 周
南中、 浅羽中） の空調設備整備の設置に関する 調査を 開始。

・
　
・ 令和７ 年度に調査し た４ 小中学校の空調設備設置工事を 実施し 、 令和９ 年３ 月か
ら 空調設備を 稼働予定。
・ 調査を実施し た12小中学校の空調設備設置工事を 開始予定。

・ 12小中学校の空調設備設置工事を 完了し 、 令和９ 年度中の空調設備を稼働予定。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～令和９ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 7, 200 千円

令和

事 業 名 小中学校体育館空調整備事業

担 当 課 教育部　 教育企画課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

【 体育館内の空調イ メ ージ（ 夏季） 】【 先進地設置状況】

※大風量で温度の層を作る こ と で、 夏季は活動部分のみを冷やすこ と が可能。
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令和

事 業 名 部活動地域展開の加速化（ リ ビン グラ ボト リ ガープロ ジェ ク ト ）

担 当 課 教育部　 学校教育課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 3, 883 千円

事
業
内
容

　 　 　 　 　 　

　 部活動は、 一定の教育的意義を 有し 、 生徒の成長に資する 役割を 果たし てき たも のの、 少子化
の進行やニーズの多様化、 教員の長時間労働など を 背景に、 学校内での継続が困難と なっ てき て
いる 。 本市では、 部活動を 単に地域に移行する だけでなく 、 地元企業や地域社会と 連携し て魅力
ある 地域ク ラ ブ活動（ Ｆ 活、 ふっ く ら ぶ） を 展開でき る よ う 「 地域展開」 の取組を 推進し てい
る 。
・ 2023（ 令和5） 年　 4月　 魅力ある 部活動推進室発足
　 　 　 　 　 　 　 　  　 5月　 袋井市部活動地域移行推進協議会設置
・ 2024（ 令和6） 年　 11月 移行ス ケジュ ール公開
・ 2025（ 令和7） 年　 4月　 「 Ｆ 活」 登録申請受付開始
　 　 　 　 　 　 　 　 　  10月 陸上教室（ 飯塚翔太さ ん） 協賛： 株式会社袋井清掃
　 　 　 　 　 　 　 　 　  11月 野球教室（ 広瀬哲朗さ ん） 協賛： 遠州ト ラ ッ ク 株式会社
・ 2026（ 令和8） 年　 1月　 卓球教室（ 日高達也さ ん、 田中礼人さ ん） 主催： シンコ ース ポーツ
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ス キー体験ツ アー（ 杉本幸祐さ ん）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 主催： ス キーモーグル杉本幸祐後援会
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 協賛： 株式会社タ ジマモータ ーコ ーポレ ーショ ン
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 タ ジマ静岡袋井次世代モビ リ ティ R&Dセンタ ー
　 　 　 　 　 　 　 　 　  2月　 Ｆ 活＆ふっ く ら ぶ体験会
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 主催： シンコ ース ポーツ 株式会社、 袋井市教育委員会

（ １ ） Ｆ ま ちプロ ジェ ク ト
　 ア　 「 Ｆ ま ちプロ ジェ ク ト 」 会議の開催
　 イ 　 民間企業等に「 Ｆ ま ちプロ ジェ ク ト 」 構想を 広く 周知（ PR動画、 SNS、 パンフ 等）
　 ウ 　 「 Ｆ ま ちプロ ジェ ク ト 」 シンポジウ ムの開催
　 エ　 民間企業等の支援を 得て「 Ｆ 活」 「 ふっ く ら ぶ」 の活動を 展開・ 充実
　 オ　 プラ ッ ト フ ォ ーム準備会の開催

（ ２ ） 「 Ｆ 活」 や「 ふっく ら ぶ」 を 本格展開・ 活動の充実
　 ア　 「 Ｆ 活」 登録ク ラ ブへの支援（ 初年度立ち上げ支援）
　 イ 　 「 Ｆ 活」 登録ク ラ ブに参加する 困窮世帯の生徒への支援
　 ウ 　 「 ふっく ら ぶ」 活動への支援（ 講師派遣、 マッ チング、 講師謝金・ 保険料等）
　 エ　 「 ふっく ら ぶ」 につながる モデル事業と し て、 市内の小中高など の
　 　 　 合同練習・ 交流会を 開催する 。

【 袋井市のス ケジュ ール】
・ 2026（ 令和8） 年4月から 「 Ｆ 活」 「 ふっ く ら ぶ」 の制度開始
・ 2027（ 令和9） 年夏季大会・ コ ン ク ール以降、 部活動は「 平日のみ」 　 ※大会・ コ ン ク ールに
出場し たい生徒は、 「 Ｆ 活」 登録ク ラ ブま たは「 民間ク ラ ブ」 に所属する 。
・ 2030（ 令和12） 年度末　 部活動終了　 ※2031（ 令和13） 年度から 部活動なし
【 国のス ケジュ ール】

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 本市では、 2030年（ 令和12） 度末には、 中学校部活動を 完全に廃止し 地域
展開する こ と と し 、 民間ク ラ ブのほかに、 「 Ｆ 活（ エフ カツ ） 」 や「 ふっ く
ら ぶ」 と いっ た受け皿の整備に努めている 。 将来的には、 こ れら の受け皿を
統括する 組織（ プラ ッ ト フ ォ ーム ） を 「 民主体」 で運営し 、 ス ポーツ ・ 文化
活動によ る 、 ひと づく り ・ ま ちづく り に繋げる 取組と なる こ と を 目指し てい
る 。 （ 「 Ｆ ま ちプロ ジェ ク ト 」 ＝リ ビ ン グ・ ラ ボによ る 地域の課題解決）
【 ふく ろい地域ク ラ ブ活動「 Ｆ 活」 】 （ 国： 認定地域ク ラ ブ活動）
・ 一定の要件を 満たす民間ク ラ ブの登録制度
【 放課後活動「 ふっ く ら ぶ」 】 （ 本市独自）
・ 生徒が放課後の学校に残っ て多様な体験活動に参加でき る 制度
・ 受益者負担や送迎負担等を 理由にス ポーツ ・ 文化活動に参加でき ない生徒
が生じ ないよ う 制度を 設けた

参考： R7当初 0 千円

特
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令和

事 業 名 指導者用デジタ ル教科書の追加導入

担 当 課 教育部　 学校教育課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年

予 算 額 Ｒ ８ 当初 9, 518 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

・ 令和６ 年度には、 小学校の教科書改訂が行われた。
・ 令和７ 年度には、 小学校全校分の国語、 算数と 各学校から 要望のあった１ 学年１
教科の指導用デジタ ル教科書を導入し た。 中学校の教科書改訂が行われたため、 全
校分の2～３ 年生英語指導者用デジタ ル教科書を 導入し た。

・ 小学校については、 全校分の５ ・ ６ 年社会科と ５ ・ ６ 年英語、 ３ ～６ 年理科、 全
学年音楽の指導者用デジタ ル教科書を導入する 。
・ 中学校については、 全校分の３ 年生英語の指導者用デジタ ル教科書を導入する 。

・ 導入し た指導者用デジタ ル教科書を各校で活用する 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

 指導者用デジタ ル教科書を追加導入し 、 子ど も たちの学びを支援
する 。
 指導者用デジタ ル教科書は、 児童生徒が使う 教科書と 同じ 内容を
拡大し てス ク リ ーン上に投影し 、 拡大縮小や動画再生、 グラ フ 作
成、 シミ ュ レ ーショ ン、 書込み等のツ ールを活用し 、 実際の授業を
支援する も のであり 、 授業の計画段階で活用する 「 教師用指導書」
と は異なる も のである 。

参考： R7当初 12, 681 千円
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事 業 の 目 的
・

概 要

本市では児童生徒の教育的ニーズに応じ た環境を整備し 、 多様な個性を
も つ子ど も たちが互いに尊重し 合って成長し ていく 「 共生共育」 を大切
にし ている 。
山名小学校では令和８ 年度から 視覚的な支援を必要と する 児童が入学す
る 。 本児の教育の場を保障し 、 共生共育の考えに沿った教育現場を築く
ためにも 特別支援学級（ 弱視） の開設が必要である 。 ま た、 本市では近
年、 通常の学級に在籍し ながら も 特性に応じ て一部支援を要する 児童が
増加し ている こ と から 、 通級指導教室の全校設置を目標に掲げている 。
山名小の児童は、 保護者の送迎によ る 他校通級をし てき たが、 対象と な
る 児童が増加し ている ため、 校内に通級指導教室を設置し 、 児童や保護
者の負担を軽減し ていく 必要がある 。

参考： R7当初 1, 600 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

〇特別支援学級
・ 市内小中学校には全校に知的学級と 自閉・ 情緒学級を設置し ている 。
・ 高南小と 袋井南中に難聴学級、 山名小に肢体不自由学級を設置し ている 。
〇通級指導教室
・ 通級によ る 支援を要する 児童の数に応じ て新設、 増設を し てき ている 。
・ 令和７ 年度ま でに発達通級は小学校６ 校、 中学校２ 校に開設。
・ 担当教員によ る 巡回指導を ２ 校で行っ ており 、 自校で指導を 受けら れる 環境整備
を 進めてき ている 。
・ 自校通級の開始によ り 、 在籍学級における 授業時間の確保がし やすく なっ ている
と と も に、 保護者の送迎負担軽減につながっている 。

〇特別支援学級
・ 特別支援学級（ 弱視） によ る 教育の開始。
・ 必要に応じ て県立視覚特別支援学校と 連携を と り 、 指導内容を 充実さ せていく 。
〇通級指導教室
・ 指導に必要な教材等の整備する 。
・ 担当をし ている 職員間の連携を 図り 、 指導内容の充実に努めていく 。

市で実施し ている 就学支援委員会において、 必要な支援について審議・ 判断をする
と と も に、 各校の施設状況（ 教室数等） を 考慮し ながら 特別支援学級や通級指導教
室の開設について検討し ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 1, 100 千円

令和

事 業 名 特別支援教室、 通級指導教室の新規開設（ 山名小）

担 当 課 教育部　 学校教育課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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事 業 の 目 的
・

概 要

　 児童生徒一人ひと り の「 主体的対話的で深い学び」 を実現し 、 児童生
徒の「 考える 力」 を根幹と し た確かな学力を育成する 。

参考： R7当初 390 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

○日常的な「 袋井型」 授業づく り の実践と 見取り ・ 学習評価
・ 日常的に「 袋井型」 を 意識し た授業づく り に取り 組むこ と で、 子ど も の「 考える 力」 を 育む授業へと 質の改善を 図っ
た。
○教員の授業力向上
・ 教員の授業力向上を 目指し た研修会を 開催し た。 特に、 授業改善推進校には、 外部講師を 招聘し て授業力向上研修会
を 実施し た。
・ 授業改善の効果的な方策について協議、 実行する ための「 学力・ 授業力向上プロ ジェ ク ト チーム 」 を 研修主任から 選
出し て組織し 、 年３ 回会議を 行っ た。
○読解力向上
・ ＭＩ Ｍ―Ｐ Ｍ（ 小１ ） を 活用し 、 １ 学期の国語の単元の中で、 読みのつま ずき の把握し た。
・ 外部講師を 招聘し 、 「 学力・ 授業力向上プロ ジェ ク ト チーム 」 の中で読解力向上の視点も 組み込んだ「 袋井型」 の授
業モデルの具体を 検討し 、 その成果を 各校に発信し た。
○全国学力・ 学習状況調査に基づく 確実な授業改善
・ 本市の児童生徒の課題と し ている 国語科「 文章を 読み取り 、 根拠を 明確にし て自分の考えを 書く こ と 」 、 算数科「 論
理的に分かり やすく 説明する こ と 」 に重点を 置いた結果分析を 、 学習状況の結果と 関連さ せながら 進めた。

○日常的な「 袋井型」 授業づく り の実践と 見取り
・ 「 ？型の学習課題」 を 設定し 、 「 対話・ 議論」 を と おし て自ら の考えを 広げたり 深めたり し た結果を 納得解を 「 個の
ま と め」 と し て記述する 「 袋井型」 授業づく り を 意識し た授業づく り に取り 組むこ と で、 子ど も の「 考える 力」 を 育
む。
・ 各校で日常的に授業を 見合う 仕組みを つく り 、 相互に評価し 合う こ と で授業改善を 進める 。
○教員の授業力向上
・ 校長会や研修主任研修会、 初任研等の各研修会や各種訪問等で「 袋井型」 授業づく り の質の向上と アウ ト プッ ト を 意
識し た単元デザイ ン を 啓発する 。
・ 授業改善推進校へ外部講師を 招聘し て授業力向上研修会を 実施する 。
・ 年間を 通じ て、 計画的に講師や任期付教員、 若手教員（ ２ 年次・ ３ 年次） に対し て授業指導や学級経営相談等を 行う
「 ふく ろ う はばたき プラ ン 」 を 実施する 。
・ ＭＩ Ｍ―Ｐ Ｍ（ 小１ ） を 活用し 、 １ 学期の国語の単元の中で、 読みのつま ずき の把握を する 。 オン デマン ド によ る 研
修会を 実施し 、 市教委が、 特殊音節の指導を する 単元や指導を 示す。 ま た、 アセス メ ン ト の取り 方や子ど も たちの見取
り 方についても 共有する 。
○全国学力・ 学習状況調査に基づく 確実な授業改善
・ 本市の児童生徒の課題と し ている 国語科「 文章を 読み取り 、 根拠を 明確にし て自分の考えを 書く こ と 」 、 算数科「 論
理的に分かり やすく 説明する こ と 」 に重点を 置いて結果を 分析する 。
・ 授業改善を と おし て、 結果的に「 無解答率」 が０ になる こ と を 目標と する 。 早期対応は、 「 無解答率」 に着目し て早
期対応を 行う 。

○「 袋井型」 授業づく り について
・ 子ど も の「 考える 力」 を 育む「 袋井型」 授業づく り について、 子ど も の視点や意見から も 検討する 。
・ 各校で日常的に授業を 見合う 仕組みを つく り 、 相互に評価し 合う こ と で授業改善を 進める 。
○教員の授業力向上
・ 校長会や研修主任研修会、 初任研等の各研修会や各種訪問等で授業の質の向上に向けた手立てを 啓発する 。
・ 授業改善推進校へ外部講師を 招聘し て授業力向上研修会を 実施する 。
・ 年間を 通じ て、 計画的に講師や任期付教員、 若手教員（ ２ 年次・ ３ 年次） に対し て授業指導や学級経営相談等を 行う
「 ふく ろ う はばたき プラ ン 」 を 実施する 。
・ ＭＩ Ｍ―Ｐ Ｍ（ 小１ ） を 活用し 、 １ 学期の国語の単元の中で、 読みのつま ずき の把握を する 。 オン デマン ド によ る 研
修会を 実施し 、 市教委が、 特殊音節の指導を する 単元や指導を 示す。 ま た、 アセス メ ン ト の取り 方や子ど も たちの見取
り 方についても 共有する 。
○全国学力・ 学習状況調査に基づく 確実な授業改善
・ 本市の児童生徒の課題と し ている 国語科「 文章を 読み取り 、 根拠を 明確にし て自分の考えを 書く こ と 」 、 算数科「 論
理的に分かり やすく 説明する こ と 」 に重点を 置いて結果を 分析する 。
・ 授業改善を と おし て、 結果的に「 無解答率」 が０ になる こ と を 目標と する 。 早期対応は、 「 無解答率」 に着目し て早
期対応を 行う 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年４ 月１ 日～令和９ 年３ 月31日

予 算 額 Ｒ ８ 当初 390 千円

令和

事 業 名 「 考える 力」 育成推進事業

担 当 課 教育部　 学校教育課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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令和

事 業 名 学校給食費負担軽減事業

担 当 課 教育部　 おいし い給食課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 266, 838 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

【 国における 検討の経緯】
・ こ ど も 未来戦略方針（ 令和5年6月閣議決定）
「 学校給食費無償化について実態調査を 行い１ 年以内の結果を 公表する 」
・ 三党合意（ 令和7年2月）
「 給食無償化について、 ま ずは小学校を 念頭に地域の実情を踏ま え令和8年度に実施
する 。 その上で中学校への拡大についても 、 でき る 限り 速やかに実現する 」
・ 骨太の方針2025（ 令和7年6月閣議決定）
「 こ れま で積み重ねてき た議論に基づき 具体化を行い、 令和8年度予算の編成過程に
おいて成案を 得て、 実現する 」
・ 学校給食費の抜本的な負担軽減について（ 令和7年12月 文科省通知）
「 令和8年4月から 小学校段階での学校給食費の抜本的な負担軽減を実施」

・ 小学校給食費の負担軽減について、 国の制度に基づき ４ 月分から 運用する 。
・ 「 いわゆる 給食無償化」 の表現については、 完全な学校給食費の無償化を 想起さ
せる が、 今回の取組の趣旨が保護者負担の抜本的な負担軽減である こ と を 明確化し
正確な趣旨の周知に取り 組む。

・ 来年度以降の基準額については、 毎年給食費に関する 調査を 国が実施し 、 今回の
取組の実施状況や物価動向等を踏ま え、 適切な額を 設定する と さ れている ため、 超
過負担分が発生する 場合は、 その扱いについて予算要求と 合わせて引き 続き 検討を
行う 。
・ 今後、 予定さ れている 中学生の給食費負担軽減についても 国の動向に合わせ適切
に対応し ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

・ 子育て支援に取り 組む自治体を支援する 観点から 「 給食費負担軽
減交付金」 を 国が創設し 、 小学校の給食食材費について基準額を 設
け、 都道府県を通じ て市町に交付する 。
・ 国基準額は小学生１ 人あたり 月額5, 200円と なったが、 袋井市の
令和８ 年度小学校給食費は月額5, 400円程度であり 、 超過負担分が
発生する 。
・ 超過負担分( 約12, 000千円) は、 小学校保護者の負担軽減を 図る 観
点から 市負担と し 、 令和８ 年度は保護者の負担を 求めない。

参考： R7当初 0 千円
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事 業 の 目 的
・

概 要

誰一人取り 残さ ず、 いつでも ど こ でも 本と 出会える 、
紙と 電子のハイ ブリ ッ ト な「 ま ちじ ゅ う 図書館」 の充実

●子ど も 読書活動の推進
●「 知の拠点」 と し ての機能の
   強化
●地域に開かれた学校図書館の
  実現

参考： R7当初 26, 470 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 誰一人取り 残さ ず、 いつでも ど こ でも 本と 出会える 紙と 電子のハイ ブリ ッ ト な「 ま ち
じ ゅ う 図書館」 の基盤の構築
【 令和７ 年度実施事業】
・ 市立図書館と 学校図書館の共通シス テムの運用
・ 電子書籍の購入（ 一般用345点、 児童生徒用読み放題パッ ク （ ６ パッ ク 227点） ）
・ 出張と し ょ かんの実施（ 市内９ 事業所、 延べ９ 回実施）

●子ど も の読書活動の推進（ 継続）
　 子ど も の発達段階に応じ 、 読書環境の整備や読書機会の提供、 読書活動の啓発を 行う な
ど 、 乳幼児期から 中学生期ま で切れ目なく 一貫し た子ど も の読書活動を 推進する 。
・ 袋井市子ど も 読書活動推進センタ ーを中心と し た学校図書館と 市立図書館と の連携強化
・ 電子書籍の利活用促進
・ 「 出張と し ょ かん」 の実施及び取り 組みを 通じ た市内事業所等の連携の可能性の研究
●「 知の拠点」 と し ての機能強化（ 継続）
　 袋井図書館、 月見の里学遊館図書館分室及び浅羽図書館が、 読書や生涯学習及び情報提
供の拠点施設と し て、 市民の要望に応える 図書館活動を 推進する 。
・ レ フ ァ レ ンス 機能の強化と 充実（ 司書の資質向上）
●地域住民に開かれた学校図書館の実現に向け検討する 。

・ 引き 続き 、 市民の読書活動や調査研究活動を支える ため、 資料の収集・ 提供やレ フ ァ レ
ンス サービ ス を 実施し ていく と と も に、 市民の課題解決を支援でき る よ う 、 職員のス キル
アッ プを 図り 、 レ フ ァ レ ンス 機能を強化し ていく 。
・ 引き 続き 、 市内事業所等他機関と 連携し 、 「 ま ちじ ゅ う 図書館」 機能の拡充について研
究する 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和６ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 25, 997 千円

令和

事 業 名 ま ちじ ゅ う 図書館推進事業

担 当 課 教育部　 生涯学習課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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事 業 の 目 的
・

概 要

〔 拡充事業〕
　 長寿し あわせ計画は、 高齢者の福祉に関する 「 老人福祉計画」 と
「 袋井市介護保険事業計画」 を 一体的に策定する も のであり 、 高齢
者に関する 各種の保健福祉事業や介護保険制度の円滑な実施に関す
る 総合的な計画である 。 計画は３ 年ごと に見直し のう え策定し てお
り 、 策定及び進捗管理にあたっ ては、 市民、 医療、 福祉等の関係者
によ り 構成さ れた「 高齢者保健福祉計画等推進委員会」 を 設置し 、
専門的な立場から の意見を反映さ せる 。

参考： R7当初 3, 355 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

平成６ 年３ 月　 「 高齢者保健福祉計画（ 第１ 次） 」 策定
平成12年３ 月　 「 長寿し あわせ計画（ 第２ 次高齢者保健福祉計画・ 第１ 期介護保険
　 　 　 　 　 　 　 事業計画） Ｈ12～Ｈ15」 策定　 ※以降３ 年ごと に策定
平成12年４ 月　 介護保険制度開始
令和６ 年３ 月　 「 長寿し あわせ計画（ 第10次高齢者保健福祉計画・ 第９ 期介護保険
　 　 　 　 　 　 　 事業計画） Ｒ ６ ～Ｒ ８ 」
令和８ 年１ 月　 次期計画策定にむけ「 高齢者の生活と 意識に関する 調査」 の実施

　 高齢者保健福祉計画等推進委員会開催、 諮問
　 令和９ 年３ 月　 「 長寿し あわせ計画（ 第11次高齢者保健福祉計画・ 第10期介護保
険事業計画） Ｒ ９ ～Ｒ 11」 策定
　 なお、 ひと り 暮ら し 高齢者や高齢者のみの世帯、 認知症高齢者等の増加、 及び価
値観やニーズが多様化し ている 中、 住み慣れた地域で安心し た生活が継続でき 、 医
療や介護等の必要な高齢者に適切なサービ ス が提供でき る よ う 、 公的なサービス の
みでなく 、 ま ちづく り 協議会や地域住民、 民間等によ る 生活支援体制整備の強化が
重要である 。

　 「 長寿し あわせ計画（ 第11次高齢者保健福祉計画・ 第10期介護保険事業計画） 」
を 広く 市民に周知する と と も に、 計画に基づき 着実に推進し ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 2, 211 千円

令和

事 業 名 長寿し あわせ計画の策定

担 当 課 総合健康センタ ー　 健康長寿課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

R6 計画周知・

進捗確認

長寿し あわせ計画（ 第10次高齢者保健福祉計画・

第９ 期介護保険事業計画）

R7 進捗

確認・ア

ンケート

R８ 次期

計画策定

R9 計画

周知・進

捗確認

長寿し あわせ計画（ 第11次高齢者保健福祉計画・

第10期介護保険事業計画）

R10 進捗

確認・アン

ケート

R11 次期

計画策定
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令和

事 業 名 加齢性難聴者補聴器購入費助成事業

担 当 課 総合健康センタ ー　 健康長寿課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年４ 月１ 日～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 3, 600 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 令和６ 年度から 令和７ 年度の２ 年間にかけて、 閉じ こ も り 、 フ レ イ ル及び認知症
につながる リ ス ク がある 加齢性難聴者の社会参加を促進し 、 生活の質の向上や健康
寿命の延伸を図る と と も に、 補聴器装用の効果及び助成制度の有効性を 確認する こ
と を 目的に補聴器装用モニタ ーを 募集し た。
　 モニタ ー140名に対し 、 アンケート 調査を
実施し 、 補聴器装用によ る 効果、 助成制度の
有効性を 確認。 ま た補聴器相談医と 認定補聴
器技能者の連携が強化さ れたこ と によ り 、 適
切な補聴器装用が可能と なった。

　 補聴器購入費の助成、 耳の聞こ えの啓発
【 対象】 ①　 市内在住の65歳以上の方
　 　 　 　 ②　 40デシベル以上70デシベル未満の方
　 　 　 　 ③　 アン ケート （ ２ 回） に協力でき る 方
　 　 　 　 ④　 助成制度を 初めて利用する 方（ モニタ ー制度利用者は対象外）
【 助成額】 補聴器購入費の１ ／２ （ 上限30, 000円）

　 助成を し た方を 対象に、 耳
の聞こ えの変化や社会参加の
活動状況など の内容のアン ケ
ート 調査を 実施し 、 補聴器装
用の効果検証を 図る と と も に、
補聴器相談医や認定補聴器技
能者と 連携をし ていき 、 助成
制度を実施し ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

〔 拡充事業〕 補聴器購入費助成制度の開始！

　 令和６ 年度から 令和７ 年度にかけて、 補聴器の装用の効果、 購入
費助成制度の有効性を 確認する ため、 加齢性難聴者補聴器装用モニ
タ ー助成実証事業を実施し た。
　 実証事業で構築し た補聴器相談医や認定補聴器技能者と の連携体
制によ り 、 閉じ こ も り 、 フ レ イ ル及び認知症につながる リ ス ク があ
る 加齢性難聴者の社会参加を 促進し 、 生活の質の向上や健康寿命の
延伸を 図る こ と を 目的に、 65歳以上の加齢性難聴者を 対象に補聴器
の購入費用を 助成する 。

参考： R7当初 1, 500 千円
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令和

事 業 名 健康経営の推進

担 当 課 総合健康センタ ー　 健康未来課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和７ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 1, 373 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

市内事業所の課題探し や支援をし ていく 中で、 時代にあった健康経営の手法を取り 入れ事業所
に提案をし ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

参考： R7当初 1, 461 千円

▼＋ ＋

17



令和

事 業 名 第４ 次障がい者計画に定める 福祉計画の見直し と 更新

担 当 課 市民生活部　 し あわせ推進課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 517 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 令和５ 年度に策定さ れた「 袋井市第４ 次障がい者計画
（ 第７ 期障がい福祉計画・ 第３ 期障がい児福祉計画） 」
では、 こ れま で個別に策定し ていた３ つの計画を一体と
する こ と で、 総合的に課題やニーズを把握でき る 体制の
中、 よ り 効果的に事業や施策を計画、 実施する こ と と し た。
 策定度は計画に記載さ れた施策の進捗状況を 確認し 、 推進
協議会で状況を報告、 委員の意見を 参考に事業の改善に
努めてき た。
　 策定後３ 年を経過化する 令和８ 年度には、 障がい福祉計画
及び障がい児福祉計画を 見直すこ と と し ている 。

　 計画策定後３ 年目と なる 令和８ 年度においては「 袋井市第４ 次障がい者計画（ 第
７ 期障がい福祉計画・ 第３ 期障がい児福祉計画） 」 における 数値目標、 障害福祉
サービ ス ・ 地域生活支援事業の見込量等の更新及び見直し を 実施し 、 第８ 期障がい
福祉計画・ 第４ 期障がい児福祉計画を 策定し ていく 。
　 策定案を 有識者ら で構成する 袋井市障害者計画推進協議会へ諮り 完成と し 、 今後
の障がい者福祉事業の展開の指標と する 。

　 令和８ 年度に更新し た袋井市第４ 次障がい者計画（ 第８ 期障がい福祉計画・ 第４
期障がい児福祉計画） に則り 、 障害者福祉サービス 事業を 推進し ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 近年、 障がいのある 人の高齢化や障がいの重度化によ り 、 必要と
さ れる 障害福祉サービ ス のニーズはよ り 複雑化・ 多様化し 、 支援の
あり 方も 変化が求めら れている 。
　 第４ 次障がい者計画では、 ニーズの内容や地域の現状を 踏ま えつ
つ、 障害者基本法の理念に基づき 、 障害の有無によ る 差別のない相
互に人格と 個性を 尊重し 合いながら と も に支え合う 共生社会の実現
を 目指し ており 、 障がい者福祉計画、 障がい児福祉計画と あわせる
こ と で、 よ り 総合的ば視点で支援の施策を 計画でき る も のと し てい
る 。 ニーズの変化に対応すべく 福祉計画は策定から ３ 年経過し た中
間年度に見直し 、 更新を 行う こ と と し ている 。

参考： R7当初 93 千円
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令和

事 業 名 Ｒ Ｓ ウ イ ルス ワ ク チン の定期接種化

担 当 課 総合健康センタ ー　 保健予防課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 19, 333 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

◇母子免疫RSウ イ ルス ワ ク チン定期接種の開始
　 対象者： 接種日時点で袋井市に住民票がある 妊娠28週から 妊娠36週の妊婦
　 自己負担額： ０ 円（ 接種費用は、 全額公費負担）

　 令和９ 年度以降の接種については、 令和８ 年度の接種状況や国の動向を 見ながら
実施し ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

「生まれてくる赤ちゃんのために・・・

　　　　　母子免疫RSウイルスワクチンが定期接種化」

・令和８ 年４ 月からRSウイルス感染症の予防接種法の類型は、直接的な

集団予防を図ることを目的とするＡ 類疾病に位置づけられる。

・定期接種への移行に伴い、対象となる妊婦は、全額公費でRSウイルスワク

チンを接種することが可能となる。

参考： R7当初

任意接種分 1, 185 千円

RS ウイルス感染症の４ つの課題

１ 高い感染率・重症化率（ 治療薬なし）

感染率: ２ 歳までにほぼ1 00％

重症化率: 年間約３ ～４ 万人が入院

２ 乳児・保護者の心身及び経済的負担

３ 流行時期の予測や予防接種以外での感染症予防が難しい

４ 高額な医療費及び予防接種費用の負担

治療による市の医療費負担は大きい

予防接種費用: 3万円程度

令和７ 年４ 月１ 日から、

全国に先駆け、袋井市独自の

母子免疫RS ウイルスワクチン

接種費用の一部助成開始

令和７ 年度

４ 月１ 日から定期接種化

令和８ 年度

【勧奨方法】

母子健康手帳交付時に予診票交付

母子健康手帳交付済み者への個別通知

子育て支援アプリでの通知個別 など

R S ウイルス感染症による重症化を予防!

申請件数: 2 3 3 件

接種件数: 1 8 8 件（ １ 月2 8 日現在）
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事 業 の 目 的
・

概 要

AI の活用でひと り 暮ら し 高齢者のフ レ イ ル予防！

社会的孤立や閉じ こ も り リ ス ク の高い75才以上のひと り 暮ら し 高齢
者宅の電力使用状況を AI が分析し てフ レ イ ル（ 心身の虚弱） の可能
性を検知。
フ レ イ ルは早期に対応する こ と で改善する こ と が可能である ため、
検知さ れた高齢者に看護師や栄養士など の専門職が電話や訪問を し
て心身の状態や生活状況を確認し 、 栄養指導や受診勧奨など の必要
な健康支援を 適切なタ イ ミ ングで行う 。

参考： R7当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

  こ れま でも 、 ひと り 暮ら し 高齢者（ ※１ ） を 対象に基本的に年１ 回、 看護師等の
専門職が家庭訪問し 健康支援を行っ てき た。
  し かし 、 今後も 75才以上の高齢者が増加する 中で、 従事する 専門職の確保が困難
である こ と 、 年１ 回の訪問では適切なタ イ ミ ングでの健康支援が難し いこ と から 、
令和８ 年度から 電力ス マート メ ータ ー（ ※２ ） を活用し たフ レ イ ルリ ス ク の検知
サービ ス 導入に向け準備を進めてき た。
　 こ のたび、 委託事業者である 中部電力株式会社よ り 、 分析シス テムの精度向上及
びう つや認知症等の健康リ ス ク 分析の可能性を 探る ための実証実験について提案が
あったため、 委託契約から 実証実験（ 無償） に変更し て実施する 。

※１ 　 75才以上の独居高齢者のう ち、 総合事業対象者、 要支援・ 要介護認定者は除く 。
※２ 　 各家庭の電気使用量（ Kwh） をデジタ ルで自動計算し 、 その電力データ を 無線通信で
　 　 　 電力会社に送信する 電気メ ータ ー。

ひと り 暮ら し 高齢者宅の毎月の電力使用状況を AI が分析し フ レ イ ルリ ス ク を 検知す
る 「 電力ス マート メ ータ ー健康リ ス ク 分析シス テム」 を導入。 フ レ イ ルの心配があ
る 方に対し 看護師等の専門職が電話や訪問によ り 心身の状態や生活状況を 確認し 、
必要な支援へ繋げていく 。 確認し た状況を シス テムにフ ィ ード バッ ク する こ と で、
AI 精度向上に向けた実証実験に協力し ていく 。 シス テムの活用によ り 、 健康リ ス ク
の高い方への重点的な訪問が可能になる 。

　 実証実験によ り 分析精度の向上等アッ プデート さ れたシス テムを利用し 、 フ レ イ
ルリ ス ク を 検知さ れた方への訪問等によ り 健康支援を 行っ ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和７ ～８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 0 千円

令和

事 業 名 電力ス マート メ ータ ー健康リ ス ク 分析実証事業

担 当 課 総合健康センタ ー　 健康長寿課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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事 業 の 目 的
・

概 要

　 本市では、 主に75歳以上の後期高齢者医療被保険者の生活習慣病
の早期発見等によ る 健康の保持・ 増進を 目的と し て、 後期高齢者の
健康診査を 実施し ていま す。
　 本市では、 対象者全員に受診票を 送付する 等の未受診者対策を 続
けていま すが、 健診受診率は30％程度に留ま っ ていま す。
　 そこ で、 健診未受診者への受診勧奨事業を外部業者に委託のう
え、 実施する こ と と いたし ま し た。 受診勧奨にあたっ ては、

する こ と で、 よ り 多く の方に受診いただき 、 被保険
者の健康寿命の延伸に努めま す。

参考： R7当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 近年、 後期高齢者医療被保険者数や医療費は、
増加の一途を たど っていま す。 今後の制度を維持
し ていく ためには、 健診によ る 疾病の重症化を 予
防し 、 被保険者の健康寿命を 延伸する こ と で、
医療費を抑制し ていく こ と が重要です。
　 そこ で、 令和７ 年度は、 初めての取組と し て、
通常の健診期間（ 令和７ 年６ 月～10月） 以外に、

する 等、 健診の受診機会の拡大に努めていま す。

　 令和８ 年６ 月～10月の通常の健診期間に加え、

し ま す。
　 なお、 こ の健診追加期間については、 通常の
健診期間内の未受診者を 対象に、 AI によ る 行動
特性を 分析し 、 右図のと おり ５ パタ ーンに分類
後、 そのパタ ーンに応じ た最適な受診勧奨案内
を 行う こ と で、 さ ら なる 受診者の増加を 目指
し ま す。

　 本市の傾向では、 80歳になる ま でをいかに健康に過ごせる かが、 その後の医療費
に大き く 影響を及ぼし ている こ と がわかっ ていま す。
　 そのため、 令和９ 年度以降は、 75歳になる 前に多く の方が加入し ている

し てま いり ま す。
　 ま た、 後期高齢者の健康診査の受診率が伸び悩む背景と し て、 大多数が定期通院
先がある ため、 健診への受診動機が低いこ と が挙げら れま す。 令和９ 年度以降は、

についても 、 併せて検討し て
ま いり ま す。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 4, 915 千円

令和

事 業 名 後期高齢者健診受診者に向けたＡ Ｉ 活用受診の勧奨

担 当 課 市民生活部　 保険課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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令和

事 業 名 ひき こ も り 支援の充実（ ひき こ も り 支援推進事業）

担 当 課 市民生活部　 し あわせ推進課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和７ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 1, 960 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 袋井市社会福祉協議会では相談支援に加え、 令和５ 年度から 当事者の居場所支援
や家族の交流会等を軸と し た支援を 実施し ており 、 参加者は増加し 続けている 状
況。

　 不登校から 生じ る 若年世代のひき こ も り に加え、 就職氷河期世代（ 40代から 50代
前半） によ る 「 8050問題」 など 中高年の引き こ も り 、 経済的困窮や精神状態の悪化
など 要因は様々で、 社会から の孤立の解消が課題と なっている 。 こ のため、 当事者
やその家族が安心し て過ごせる 居場所づく り や相談支援体制の強化、 啓発活動など
の必要性が高ま っ ている 。

　 令和７ 年度から 、 市社協に委託し 「 ひき こ も り サポート 事業」 を開始し た。

 引き 続き ひき こ も り 支援の核と なる 下記内容を 袋井市社会福祉協議会に委託し 、 包
括的な相談支援体制の強化を 図る 。 ま た、 令和８ 年度は、 関係機関と 連携し 、 市民
サポータ ーによ る 伴走型の支援を 行う 。

  支援体制充実のため、 課題の整理と 実施状況の検証を行う 。
　 ま た、 潜在的なひき こ も り 対象者の掘り 起こ し や、 孤立化を 予防する ための地域
の関わり を 可能と する 体制づく り の検討を 行う 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 社会的な孤独・ 孤立、 生活困窮など の多様な福祉課題から 、 生き
づら さ を抱える 人々の「 ひき こ も り 」 が表面化し たため、 相談件数
が増加し ており 、 相談や居場所づく り 事業への参加等のニーズに対
応する ため、 支援体制の拡充を 図る 。

参考： R7当初 1, 410 千円

○事業名：ひきこもりサポート事業

○事業内容：①相談支援 ②居場所づくり ③当事者会や家族会の開催

④住民向け講演会・研修会 ⑤関係機関と連携した支援者の確保（市民サポーター）

○袋井市社協の相談実績（令和5年度 342件、令和6年度 350件）

○家族の交流会（※年４回実施 令和６年度延べ 120名 ）

○ひきこもり当事者の会（※月２回実施、令和６年度 80名）

〇当事者とその家族、支援者向け講演会（年１回開催）

○関係機関との連携（こども若者家庭センター、地域若者サポート

ステーションかけがわ）
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令和

事 業 名 介護サービ ス 提供体制整備促進事業費補助事業（ 介護施設充実支援事業）

担 当 課 市民生活部  保険課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 60, 148 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 第９ 期袋井市介護保険事業計画( 令和６ ～８ 年度) に基づき 、 令和７ 年４ 月～６ 月
に事業者の公募を行い、 令和７ 年８ 月に事業所選定委員会も よ る 選定の結果、 認知
症対応型共同生活介護施設（ グループホーム、 18床） １ 施設を新設する こ と を決定
し た。
参考： 第８ 期( 令和３ ～５ 年度)
　 　 　 「 認知症対応型グループホーム」 新設( 18床) １ 施設・ 既存施設増床１ 床
　 　 　 第７ 期( 平成29～令和２ 年度)
　 　 　 「 認知症対応型グループホーム」 新設( 18床) １ 施設

【 施設整備】
・ 市は、 認知症対応型共同生活介護施設（ グループホーム） の施設整備及び開設準
備に対し 、 事業者へ適切な助言や指導を行う と と も に、 適正に補助金交付を行い、
計画どおり 令和９ 年度の介護サービス 提供を行う よ う 進める 。
・ 事業者は、 市と 適宜連携を取り 、 かつ、 補助金の適正な活用を行い、 計画どおり
年度内に施設建設整備事業の完了と 開設準備を進める 。
【 市のその他の取組】
・ 次期（ 第10期） 計画策定に向けた介護ニーズ及び施設整備に係る 計画内容の検討
をする 。

令和９ 年４ 月１ 日から 施設を開業し 、 介護サービス の供給量の増加によ り 施設利用
サービス の拡充を図る 。
第10期( 令和９ ～11年度) 事業計画に基づいた介護保険事業の推進。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 第９ 期( 令和６ ～８ 年度) 介護保険事業計画では、 認知症の高齢
者に対し 、 共同生活居住で家庭的な環境と 地域住民と の交流の
下、 日常生活の世話と 機能訓練を行い、 能力に応じ た自立し た日
常生活を営める よ う にする ために、 計画的に「 認知症対応型グ
ループホーム」 の整備を図る こ と と し ている 。
　 こ の計画に基づき 、 令和８ 年度には令和７ 年度に公募によ る 選
定事業者によ り 、 １ 施設（ 18床） の整備を進める 。
　 こ れによ り 、 認知症対応型共同生活介護施設（ グループホー
ム） の施設整備及び開設準備に係る 経費に対し 、 事業実施する 事
業者へ要綱に定めた金額を上限に補助金を交付する 。
　 施設整備支援　 ： 　 41, 500千円
　 開設準備支援　 ： 　 18, 648千円（ 1, 036千円×18床）

※静岡県介護サービス 提供体制整備促進事業費補助金
　 （ 補助率10/10） を活用。

参考： R7当初 0 千円
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事 業 の 目 的
・

概 要

参考： R7当初 - 千円

　 介護保険サービ ス の利用援
助や日常生活上の金銭管理な
ど 、 成年後見制度の利用に至
る 前の支援から 成年後見制度
の利用に至る ま での支援が切
れ目なく 、 一体的に確保さ れ
る よ う 、 権利擁護人材（ 後見
人候補者） の育成を図る 。

事
業
内
容

＊事業の経過

　 令和４ 年度に成年後見制度利用促進の中核機関機能を社会福祉福祉協議会に委託
し 、 令和５ 年度から は中核機関の機能を 充実さ せた「 成年後見支援センタ ー」 を 市
社協に設置し た。
　 令和５ 年度及び令和７ 年度に、 磐田市社協等の周辺市町社協と 共催で「 市民後見
人養成講座」 を開催し た。
　 袋井市成年後見支援センタ ー（ 市社協） では、 養成講座受講者（ 市民後見人候補
者） が、 市民後見人と し て活動する ためのサポート を 行っ ている 。

　 こ れま での「 市民後見人養成講座」 の修了者が、 今後市民後見人と し て家庭裁判
所から 受任さ れた場合、 その活動を 袋井市社会福祉協議会が市民後見人監督人と な
り 活動を支援し ていく 。
　 ま た、 受任さ れる ま での間は、 候補者に対する フ ォ ロ ーアッ プ研修の実施と と も
に、 市社協の日常生活自立支援業務の支援員と し て実務経験を 積んでいただく ため
のサポート を 行う 。

　 市民後見人候補者の新規確保に向け、 磐田市社協等の周辺市町社協と の共催によ
り 「 市民後見人養成講座」 を 開催する 。
　 今後も 引き 続き 、 権利擁護人材の安定的な必要数の確保に向け、 市社協の日常生
活自立支援員と 市民後見人候補者の育成を 一体的に進める 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 4, 510 千円

令和

事 業 名 成年後見人事業の充実（ 候補者確保に向けた支援の拡充）

担 当 課 市民生活部　 し あわせ推進課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

現在の市民後見人候補者

（名簿登録者）…１０人

うち市民後見人受任者

（裁判所からの審判）…２人

うち日常生活自立支援員

（市社協任用）…５人

※今後２人が追加の予定
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令和

事 業 名 総合健康センタ ー基本計画策定

担 当 課 総合健康セン タ ー　 健康未来課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和４ 年度～令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 23, 000 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 保健・ 介護・ 福祉機能について、 令和4年度から 庁内関係課によ る ワ ーキンググループにおいて検
討を開始し 、 令和5年度から は庁内検討委員会、 令和6年度から は次の2つの事項を 踏ま えながら 、 市
議会特別委員会において協議・ 検討を実施。
➤保健・ 介護・ 福祉機能に係る 施設と 医療機能に係る 施設に分けて検討
➤検討機能の追加（ 子育て機能）

　 令和6年度は、 市議会特別委員会において延べ7回にわたり 協議・ 検討し 、 令和7年3月には施設整
備や保健・ 介護・ 福祉・ 子育て機能についての提言をいただいた。
　 令和7年度は、 提言書において課題と さ れた保健・ 介護・ 福祉・ 子育て機能の施設規模や建設場所
について、 庁内検討委員会や市議会特別委員会など で継続し て協議・ 検討を行った。
　 ま た、 医療機能については、 病院機能（ 在宅医療含む） など について、 市民病院等の医療機能の
あり 方検討委員会や市議会特別委員会など で現状と 課題、 医療関係者と の意見交換の状況など を 情
報共有する と と も に協議・ 検討を行った。
　 なお、 基本構想は、 保健・ 介護・ 福祉・ 子育て機能と 医療機能を１ つの構想と し て策定する 予定
であっ たが、 保健・ 介護・ 福祉・ 子育て機能の施設と 病院の施設が近接ま たは一体化し ている 必要
がないこ と 、 医療機能については様々な課題があり 、 引き 続き 医療関係者など と の意見交換が必要
である こ と など から 、 分離し てそれぞれ基本構想を 策定する 予定。

　 保健・ 介護・ 福祉・ 子育て機能については、 令和７ 年度末頃に策定予定の基本構想に基づき 、 保
健・ 介護・ 福祉・ 子育て機能を 集約し た新たな拠点の整備に向け、 建設場所の選定、 施設計画の具
体化、 事業手法の検討等を 行い、 基本設計・ 実施設計の与条件と なる 「 総合健康センタ ー基本計
画」 を 策定する 。
　 なお、 計画策定にあたっ ては、 専門的な知識や技術を有する 業者に計画策定支援業務を委託する
と と も に、 建設場所の選定に必要な情報と し て交通量調査を行う 予定。
　 医療機能については、 医師など の確保を含めた安定経営や財政計画と の調整など の課題への対応
に加え、 将来見込ま れる 医療環境の変化など も 見据えながら 、 病床機能や施設規模など について医
療関係者の意見も 踏ま え熟議し 、 令和８ 年度を目途に医療機能に関する 基本構想を策定する 予定。

　 保健・ 介護・ 福祉・ 子育て機能については、 令和８ 年度を 目途に策定予定の基本計画において定める 整備手法
（ 従来方式、 DB方式、 PFI 方式など ） に応じ た取組を 進める 。
　 医療機能については、 令和８ 年度に策定予定の基本構想において定める 病院機能や設置方針（ 公設民営、 民設
民営） に応じ た取組を 進める 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

市民の健康・ 福祉を 総合的に支え・ 守る 新たな拠点を 整備
　 保健・ 医療・ 介護・ 福祉の機能が連携し て、 乳幼児から 高齢者ま で市民の生
涯を通じ た健康づく り に取り 組む拠点と し て2015（ 平成27） 年5月に開設さ れた
総合健康センタ ーは、 併設さ れている 聖隷袋井市民病院と と も に各種サービス
を展開・ 提供し 、 保健・ 医療・ 介護・ 福祉各分野の機能集約、 医療機関や介護
機関等と の連携強化によ り 各種施策に取り 組んでき ている 。
　 一方で、 築45年余り を経過し 老朽化が進む本館を はじ めと する 施設のハード
面の課題解決や多様化・ 複雑化する 市民の困り ごと に対応する 必要が生じ てい
る こ と から 、 現在の総合健康センタ ーが果たし ている 機能・ 役割に、 新たに求
めら れる 要素を加えた施設と し て再整備する ための道筋を示すも のと し て『 総
合健康センタ ー基本構想』 の策定を進めている 。
　 基本構想のう ち、 保健・ 介護・ 福祉・ 子育て機能については令和7年度末頃に
策定し 、 令和8年度は基本構想に基づき 基本計画の策定を 予定し ている 。
　 なお、 医療機能（ 病院機能） については令和8年度を目途に基本構想の策定を
予定し ている 。

参考： R7当初 7, 300 千円
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令和

事 業 名 （ 都） 森町袋井イ ン タ ー通り 線整備事業

担 当 課 都市建設部　 都市計画課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 平成20年度（ 同盟会設立） ～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 32, 646 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

【 覚書対象区間】
　 橋梁予備設計・ 地質調査（ 堤外地）
【 現道拡幅区間】
　 新設区間から 東名高速道路イ ンタ ーチェ ンジ付近ま での既存道路拡幅区間の路線測量・ 予備設計
【 事業の推進業務】
　 地権者や営農者等の関係者に対する 事業説明
【 国交付金活用に向けた働き かけ】
　 国交付金の活用によ る 整備促進を目指し 、 引き 続き 国や県に対し て期成同盟会によ る 要望活動

【 詳細設計等の推進】
　 地元関係者への説明を重ねながら 、 道路詳細設計、 用地取得等、 事業の着実な推進を図る 。
【 沿線地域の土地利用方策の検討】
　 地元の関係者の理解を得ながら 、 道路整備と 並行し て沿道の土地利用について検討を進め、 活力創出ゾーン
と し て望ま し い土地利用を 目指す。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 ( 都) 森町袋井イ ンタ ー通り 線は、 東名高速道路の袋井Ｉ Ｃ と 新東名高速道路の森町掛
川Ｉ Ｃ 、 さ ら には国道１ 号、 国道150号をつなぐ 広域幹線道路である 。 ま た、 地域産業の
活性化を図る 重要物流道路である と と も に、 原子力災害広域避難計画道路でも あり 、 地
域の安心安全を守る 重要な路線である 。
 加えて、 沿線地域は都市計画マス タ ープラ ンで活力創出ゾーンと 位置付けら れ、 本市に
活力やにぎわいを 創出する 土地利用が期待さ れる エリ アである こ と から 、 本路線の整備
は本市の未来にと って大変重要である 。
　 令和４ 年度に静岡県・ 袋井市・ 森町の３ 者によ る 整備方針に関する 覚書を 締結。 それ
ぞれが担当する 区間について責任をも っ て整備を進める 方針のも と 、 事業進捗を図る 。
ま た、 期成同盟会の要望活動も 積極的に実施し 、 令和９ 年度以降の国交付金活用を目指
し 連携し て事業を 推進し ている 。

参考： R７ 当初 33, 639 千円

平成３年 都市計画決定

平成21年 袋井市と森町で『森町袋井インター通り線建設促進期成
同盟会』を発足

平成28年 森町地内「円田～谷中区間」における事業化が採択

平成29年 都市計画決定変更（一部 4⇒2車線に）
平成29年以降、随時、関係者による勉強会、実務者会議等を開

催し事業化に向けた協議を重ねてきた。

令和４年11月 静岡県・袋井市・森町で『都市計画道路森町
袋井インター通り線の整備方針に関する覚
書の締結。（役割分担の明確化）

令和５年 静岡県・袋井市・森町で『都市計画道路 森町袋井イン
ター通り線の整備に関する基本協定書』の締結
（費用分担の明確化）

測量調査を開始
覚書対象区間：期成同盟会で実施
現道拡幅区間：袋井市単独実施

令和６年 測量・予備設計業務の実施
覚書対象区間：静岡県発注（市町は負担金支出）
現道拡幅区間・袋井市単独実施

令和７年 地質調査、軟弱地盤対策検討事業
覚書対象区間：静岡県発注（市町は負担金支出）

路線図

活力創出ゾーン
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令和

事 業 名 Fukuroi  Cent r al 　 Park構想の推進

担 当 課 都市建設部　 土木防災課、 都市計画課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和４ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 904, 900 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

【 柳原雨水ポンプ場】
　 令和４ 年度　 基本設計
　 令和５ 年度　 実施設計・ 用地補償
　 令和６ 年度　 造成工事・ 流入渠整備
　 令和７ 年度　 放流渠整備
　
【 遊水池公園（ 雨水貯留機能） 】 　 　 　 　 【 緑のにぎわいゾ ーン・ 快適居住ゾ ーン】
　 令和５ 年度　 基本設計　 　 　 　 　 　 　 　 　 令和５ 年度～ 基本構想
　 令和６ 年度　 実施設計・ 用地取得　 　 　 　 令和７ 年度～ 地権者個別面談実施、 整備手法検討など
　 令和７ 年度　 掘削工事

【 柳原雨水ポンプ場】 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　  　 　 ■柳原雨水ポンプ場イ メ ージ図

　 放流渠整備工事、 ポンプ棟建設工事

【 遊水池公園（ 雨水貯留機能） 】
　 掘削工事、 排水設備工事等

【 緑のにぎわいゾ ーン・ 快適居住ゾ ーン】
　 地権者の合意形成、 整備手法検討など

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 本市の中心拠点である 袋井駅周辺地区の機能強化を図り 、 市全体
の活性化につなげていく こ と を目的と し て、 「 にぎわいと う る おい
のある 健康的な都市空間の創出」 と 「 秋田川流域の治水安全度の向
上」 を推進する 。
　 ■土地利用構想図

参考： R7当初 488, 900 千円

遊水池公園（雨水貯留機能） 緑のにぎわい・快適居住ゾーン

令和９年度 供用開始（遊水池機能のみ）

令和10年度

令和11年度

令和12年度

令和13年度

令和14年度

　事業化に向けて
　・事業者公募
　・事業計画検討
　・測量、設計　など

機械設備工事
電気設備工事

供用開始

柳原雨水ポンプ場

ポンプ棟
建設工事

整備工事着手修景施設整備
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令和

事 業 名 地域タ ク シー運行事業の拡充

担 当 課 総務部　 協働ま ちづく り 課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度　 ～　

予 算 額 Ｒ ８ 当初 2, 700 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

・ Ｒ ３ 年度　 「 袋井市地域公共交通計画」 策定（ 計画期間： Ｒ ３ ～Ｒ ７ ）

【 袋井東地区】
・ Ｒ ３ 、 Ｒ ４ 年度
　 「 袋井東地区タ ク シー」 の試験運行（ 各３ か月） を 実施
・ Ｒ ５ 年度～
　 通称「 こ すも すタ ク シー」 と し て通年運行を 開始

【 笠原地区】
・ Ｒ ５ 年度
　 「 笠原地区タ ク シー」 の試験運行（ ３ か月） を実施
・ Ｒ ７ 年度
　 「 笠原地区買物タ ク シー」 の試験運行（ ２ か月） を 実施

　 「 袋井東地区タ ク シー（ こ すも すタ ク シー） 」 の運行を 継続する ほか、 「 笠原地
区買物タ ク シー」 の令和７ 年度試験運行結果の分析及び「 第２ 次袋井市地域公共交
通計画」 （ ※現在策定中） に基づき 、 基幹路線から 離れた地区（ 笠原地区を 予定）
における 交通弱者の移動手段を確保する ため、 引き 続き 、 買い物タ ク シーの試験運
行（ 運行内容など ） を 実施する 。

・ 「 袋井東地区タ ク シー」 の運行を 継続する ほか、 笠原地区の試験運行結果の分析
から 、 笠原地区の令和９ 年度本格運行に向けた検討を 行う 。
・ 「 第２ 次袋井市地域公共交通計画」 に基づき 、 集中支援地区と し た今井地区や三
川地区など について、 地域と と も に、 地域主体の移動手段のあり 方の研究・ 検討を
行う 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 「 袋井市地域公共交通計画」 に基づき 、 主に日中における 高齢者
を 中心と し た交通弱者の移動手段を 確保する ため、 地域主体の移動
手段のひと つと し て、 地域・ 市内タ ク シー事業者・ 市の３ 者が協力
し て、 地域のニーズにあった公共交通サービス を導入する 。
　 令和８ 年度は、 現在運行中の袋井東地区に加え、 市内一般乗用タ
ク シーを活用し た運行（ 試験運行） を他地区にも 広げる 。

参考： R7当初 2, 000 千円
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令和

事 業 名 公共空間開放活用事業（ エキマチフ ェ ス タ ）

担 当 課 都市建設部　 都市計画課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和４ 年度　 ～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 1, 000 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 公共空間を 活用し たにぎわいづく り の取り 組みが、 民間主導によ り 継続し て実施

でき る よ う 、 仕組みやルールを整備する 。

　 ま た、 駅北地区の公園など の公共空間など が日常的に人が集う 「 憩いのス ペー

ス 」 と し て親し んでいただける よ う な整備を進める 。

　 JR駅周辺が恒常的にぎわう 場と なる よ う 、 公共空間を活用し た催し を企画運営す

る 団体等の活動を 支援する 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 交流人口・ 関係人口の拡大やにぎわい創出のため、 JR駅周辺にお
いて公共空間を利活用する 取り 組みを進めている 。
　 袋井駅周辺においては、 田端東遊水池公園から 原野谷川付近ま で
の公共空間を 開放し て、 マルシェ やス テージイ ベント など を行う
「 エキマチフ ェ ス タ 」 を 開催し 、 居心地がよ く 歩き たく なる 空間づ
く り によ る 回遊性の向上と と も に、 市民が公共空間を 活用し て様々
な活動を繰り 広げら れる 場の形成を 推進する 実証を 重ねている 。

参考： R7当初 1, 000 千円

回 実施日
出店出
演者数

備考

1 R4. 6. 19 57団体
公共施設のみでなく 、 お寺、 民間ギャ ラ リ ー、 駐車場
などを 活用

2 R4. 11. 20 98団体 花マルシェ と 同時開催。 民間事業者の参加

3 R5. 8. 26 72団体
商工会議所青年部の『 街Ｌ Ｏ Ｖ Ｅ  Ｅ Ｘ Ｐ Ｏ 』 、 ど ま ん
なかセンタ ーの『 ミ ズベリ ン グ 原野谷川de夕涼み』 と
同時開催

4 R5. 11. 26 95団体
都市拠点の回遊性向上と 、 新たな交流機会創出に向け
たグリ ーン ス ロ ーモビリ ティ の実証実験

5 R6. 6. 8 95団体
JRさ わやかウ オーク 、 袋井宿de花マルシェ など の他事
業と の連携

6 R6. 11. 23 68団体
商工会議所青年部が駅北ロ ータ リ ーで企画運営。 グ
リ ーン ス ロ ーモビリ ティ （ 一部自動運転） の実証実験

7 R7. 11. 30 53団体
駅北（ 高尾町公園） でのス テージイ ベント 。 東通の一
部を交通規制し 空間を解放
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令和

事 業 名 大学等と 連携し た空き 家の利活用

担 当 課 都市建設部　 建築住宅課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 300 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 本市では、 令和２ 年度に「 ふく ろいすま いの相談センタ ー」 を開設し 、 見守り 管理業務をはじ め、
不動産流動化業務、 解体業務の登録事業者制度、 空き 家対策セミ ナーの開催と いった様々な空き 家対
策事業を実施し ている 。 令和６ 年度には、 空家特措法の改正を 受け、 「 袋井市空家等対策計画」 を見
直し 、 計画に基づき 空き 家対策に取り 組んでいる 。

【 空き 家の実態把握の状況】
・ 平成27年度　 自治会の協力によ る 空き 家分布調査
・ 令和２ 年度　 自治会の協力によ る 空き 家分布調査
・ 令和７ 年度　 自治会の協力によ る 空き 家分布調査

　 空家等対策協議会や関係者（ 大学や地域等）
と 連携し ながら 利活用に向けた仕組みなど につ
いて検討し ていく 。

・ 空き 家の活用方法の検討
・ 空き 家の現地調査
・ ニーズ・ 市場調査
・ 役割分担の整理　 等

・ 空き 家所有者への働き かけ
・ 事業モデルの具体化
・ 事業計画の作成　 等

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

空き 家を 活用し たま ちの魅力の創出
～空き 家を マイ ナス の財産から プラ ス の財産に～

地域の住民、 民間事業者、 大学等と 連携し 、 空き 家を 活用し た地域の活動拠点
や交流施設（ カフ ェ やシェ アハウ ス 、 民泊施設） など 、 新たな出会いや人のつ
ながり を生む場づく り 、 地域の魅力の創出や問題解決と 空き 家活用を併せた対

策を行う 。

参考： R7当初 0 千円

■地域・大学等との連携による取り組みイメージ図
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事 業 の 目 的
・

概 要

空き 家解体の補助制度の拡充

　 高齢社会の進行や人口減少など に伴い、 全国的に空き 家が増加し
ており 、 本市においても 今後、 増加が見込ま れる 。
　 空き 家が放置さ れた場合、 周辺環境の悪化や倒壊によ る 危険など
を も たら すこ と から 、 こ れら を 未然に防ぎ、 住環境の向上、 ま ちの
魅力の維持、 災害リ ス ク の軽減など に向け、 旧耐震基準の空き 家の
解体に対する 補助を拡充し 、 除却を 促進する 。

参考： R7当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

令和４ 年度～　 旧耐震基準（ 昭和56年５ 月以前築） の木造住宅の除却の補助開始
　 　 　 　 　 　 空き 家については災害リ ス ク の高い区域のみ対象（ 上限30万円）
令和６ 年度　 「 袋井市空家等対策計画」 の見直し によ る 新たな目標値の設定
令和７ 年度　 空き 家の解体に対する 補助制度の拡充検討
　 　 　 　 　 　 　 　 高齢社会の進行、 人口減少など によ る 更なる 空き 家の発生・ 増加が
　 　 　 　 　 　 　 想定さ れる こ と や、 市内の空き 家のう ち約60％が昭和56年５ 月以前に
　 　 　 　 　 　 　 建てら れた旧耐震基準の住宅である 状況を踏ま え、 こ れら の空き 家が
　 　 　 　 　 　 　 放置さ れた場合、 周辺環境の悪化やま ちの魅力の低下、 地震発生時の
　 　 　 　 　 　 　 危険性の増大など の要因と なる 。 ま た、 相続放棄など によ る 相続人不
　 　 　 　 　 　 　 存在の増加など の課題にも 対応する ため、 空き 家の解体に対する 補助
　 　 　 　 　 　 　 を拡充し 、 空き 家の解消を促進し ていく 。

・ 補助制度の拡充
　 空き 家の除却（ 解体） に対する 補助限度額の拡充
　 ※いずれも 補助対象は、 昭和56年５ 月以前に建てら れた旧耐震基準の木造住宅（ 空き 家） の除却

　
  【 現　 行】 　 補助限度額： 30万円（ 災害リ ス ク 解消区域に限る 。 ）
　 　 　 　 　 　 　 補助率　 　 ： 23％
　 【 拡充後】 　 補助限度額： 50万円（ 市内全域）
　 　 　 　 　 　 　 補助率　 　 ： 23％

　 令和８ 年度の実施状況を踏ま え、 引き 続き 空き 家の解消に向けて取り 組む。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 15, 000 千円

令和

事 業 名 空き 家除却補助

担 当 課 都市建設部　 建築住宅課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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令和

事 業 名 ゼロ カーボン シティ 推進事業

担 当 課 環境水道部　 環境政策課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 19, 676 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

・ 平成18年６ 月　 袋井市ま ちを美し く する 条例制定（ 同年９ 月施行）
・ 平成21年３ 月　 「 第１ 期袋井市環境基本計画（ H21～H30） 」 策定
・ 平成31年３ 月　 「 第２ 期袋井市環境基本計画（ R1～R10） 」 策定
　 　 　  　 　 　 　  「 第４ 期袋井市地球温暖化対策実行計画（ 事務事業編）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 （ R1～R5） 」 策定
・ 令和４ 年２ 月　 ゼロ カーボンシティ 宣言
・ 令和４ 年度　 　 袋井市ゼロ カーボンシティ 推進本部の設置
・ 令和６ 年３ 月　 「 袋井市地球温暖化対策実行計画（ 区域施策編） ( R6～R15) 」
　 策定、 「 第５ 期袋井市地球温暖化対策実行計画（ 事務事業編） ( R6～R10) 」 策
  定、 「 第２ 期環境基本計画」 見直し

★環境基本計画推進事業
・ ゼロ カーボンシティ ふく ろい推進事業補助金によ る 再エネ導入、 省エネの推進。
新規に「 事業者向け省エネ診断」 メ ニュ ーを追加。
・ ク ルポアプリ を 活用し たう ちエコ 診断事業によ る 家庭の省エネ推進や事業所向け
認証制度によ る 意識啓発を実施。
★環境教育推進事業
・ アース ・ キッ ズ事業、 出前エコ 教室によ り 、 幅広い年齢層向けの環境教育事業を
実施。 市内事業所と の連携によ る 出前エコ 教室メ ニュ ーの拡充を 予定。

計画に基づく 取組の推進、 進捗管理
・ 省エネ意識の普及、 徹底（ 省エネ診断の実施や効果の見える 化）
・ 住宅や事業所への再エネ導入促進
・ 公共施設への再エネ設備設置
・ 公用車のク リ ーンエネルギー車（ 電気自動車等） への更新　 など

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

参考： R7当初 22, 644 千円

～2050ゼロ カーボン シティ ふく ろ いを 目指し て～
2050ゼロ カーボンシティ ふく ろいの実現に向けた
ロ ード マッ プと なる 「 地球温暖化対策実行計画
（ 区域施策編） 」 に基づき 、 アーズ・ キッ ズ
など の環境教育を 行う ほか、 太陽光発電設置や
企業の省エネ診断など 、 地球温暖化対策に資する
事業への補助を実施し 、 市民、 企業、 行政など が
一体と なり 、 目標に向けて取り 組んでま いり ま す。
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令和

事 業 名 イ ンフ ラ メ ンテナンス 包括的民間委託の拡充

担 当 課 都市建設部　 都市計画課、 維持管理課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和６ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 86, 170 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

令和５ 年度
　 市内の建設事業者やコ ン サルタ ン ト 事業者など を 対象に
サウ ン ディ ン グ 型市場調査を 実施し 、 試行する 事業の概略
を 検討し た。

令和６ 年度
　 市内の建設事業者等と 意見交換を 行いながら 研究。 建設
コ ン サルタ ン ト 事業者を 主体と し た本市独自の業務体制で
試行する こ と と し 、 10月から 「 ふく ろ いイ ン フ ラ メ ン テナ
ン ス セン タ ー」 を 設置し て道路、 河川、 公園を 対象と し た
包括的民間委託を 試行し た。

令和７ 年度
　 前年度に引き 続き 包括的民間委託を 試験的に実施。 こ れ
ま での道路、 河川、 公園の修繕など に加え、 修繕実施事業
者への支払いを 包括管理業務に含める こ と で、 市民サービ
ス 水準の維持はも と よ り 、 行政職員と 修繕実施事業者の業
務量削減を 図っ た。

・ 道路・ 公園パト ロ ール業務の一部を委託業務に加える など 、 業務の拡大を図る 。
・ 支払い業務に関する 委託業務の範囲を 拡大し 、 事務の効率化を進める 。
・ 広域化に向け、 近隣市町や県など と の情報交換や情報共有を 推進する 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 道路、 河川、 公園等の社会イ ンフ ラ の加速度的な老朽化の進行と 建設分野の
人材不足によ り 、 本市においても 修繕など のメ ンテナンス を効果的かつ効率的
に、 継続し て実施する 体制整備が課題と なっている 。
　 本市ではこ う し た課題に対応する ため、 小修繕や補修など を 包括し て民間事
業者に委託する 『 包括的民間委託』 を令和６ 年度から 試験的に導入し ている 。
　 こ れま での試行結果から 包括的民間委託の手法の有効性が確認でき たため、
段階的に業務範囲や規模を拡大し 、 市民サービス の維持向上を 目指し ていく 。

参考： R7当初 14, 000 千円

・業務範囲や規模を段階的に拡大
本事業では、インフラの管理を効率

的・効果的に実施することを目的に
段階的な社会実験での試行錯誤を
重ねている。今後も成果と課題を確
認しながら範囲や規模を拡大していく
ものとする。

・広域化を推進
静岡県や周辺市町との連携を図り、

将来的な運用規模の拡大と市民
サービスの充実を目指す。
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担 当 課 都市建設部　 維持管理課

令和 8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 名 公園芝生・ 樹木等管理委託事業（ ロ ボッ ト 芝刈り 機導入事業）

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 2, 000 千円 参考： R7当初 0 千円

＊令和９ 年度以降の展開

令和８ 年度にロ ボッ ト 芝刈り 機の効果確認を 実施し 、 実証結果を 踏ま えて指定管理
者へ貸与する こ と で、 公園管理委託費の削減に努める 。
ま たは、 維持管理課が管理する 公園でも ロ ボッ ト 芝刈り 機を 稼働さ せ、 芝刈り 時間
を削減し 、 遊具点検・ 整備や植栽管理に振替えて維持管理を 強化する 。

事 業 の 目 的
・

概 要

公園の芝生管理においては、 一定の管理水準の確保と 公園利用者
の満足度向上を 目的に、 「 通信環境が整っ ている 」 「 一定の広さ
が確保さ れている 」 「 利用者が多い」 と いう ３ つの条件を満たす
公園を 対象に、 ロ ボッ ト 芝刈り 機の自動化技術を 導入し 、 定期的
かつ均一な刈込みによ る 景観維持を 図る 。 長期的には人件費・ 燃
料費など のコ ス ト 削減が期待でき る 。 さ ら に、 公園利用者のいな
い時間帯にロ ボッ ト 芝刈り 機を稼働さ せる など 、 事故リ ス ク を 低
減し 、 安全性の向上にも つなげていく 。

事
業
内
容

＊事業の経過

公園の維持管理費は、 物価高騰や労務費上昇によ り 増加傾向にあり 、 管理水準の確
保が課題と なっている 。 加えて、 猛暑時の作業負担や芝刈り 時の利用者と の接触事
故など 安全面の懸念も あり 、 課題と なっ ている 。 こ れら に対する 対策と し て、 ロ
ボッ ト 芝刈機を導入し 芝生管理を 効率化する こ と で、 公園を 安定的な美観を維持
し 、 市民満足度の向上を 図る と と も に、 長期的なコ ス ト 削減と 安全性の向上が期待
さ れる 。

＊令和８ 年度に行う こ と

～６ 月　 ロ ボッ ト 芝刈り 機の購入・ 設置
７ 月～　 ロ ボッ ト 芝刈り 機によ る 芝刈の実施
10月　 　 効果確認
　 　 　  （ コ ス ト カッ ト ・ 管理水準・ 公園利用者の安全性）
　 　 　 　 次年度の方針決定
ロ ボッ ト 芝刈り 機は、 豊沢の丘公園予定で稼働
芝刈り 機： Aut omower™ 450X NERAのス ペッ ク

特
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事 業 の 目 的
・

概 要

　 袋井市道路整備10箇年計画( 以下「 現計画」 と いう 。 ) が令和8年
度で終了する 。 本業務は、 袋井市総合計画及び国土利用計画、 袋井
市都市計画マス タ ープラ ン等と 整合を図り つつ、 近年の交通事情や
市街化の変化、 公共施設の整備状況、 人々を取り 巻く さ ま ざま な環
境の変化を見極め、 今後整備すべき 道路を対象と し て、 整備の必要
性を道路機能面、 都市政策面等から 客観的に評価する こ と によ り 、
優先的に整備すべき 道路及び整備時期等を整理し 整備計画を更新す
る 。

参考： R7当初 － 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

こ れま での計画およ び改定に至る 社会的な背景と 目的

（ 平成18年度～平成27年度／平成19年3月策定）
策定背景： H17. 4の旧袋井市と 旧浅羽町の合併によ り 袋井市が誕生。
目的： 中東遠の中軸都市にふさ わし いま ちづく り を総合的かつ計画的に推進する た
め、 総合計画（ H18. 9） に基づき 道路網の計画的整備、 災害対応力強化、 質の高い歩
行者空間の構築が必要と 判断し て策定。

（ 平成23年度～平成27年度→平成28年度に延伸／平成24年7月策定）
策定背景： 新東名高速道路の開通に伴う 人・ 物・ 情報の流れ変化に対応し た道路
ネッ ト ワ ーク 整備の必要性。
目的： 中東遠総合医療センタ ー等への利便性向上や広域的道路整備。
防災面： 東日本大震災等の大災害を受け、
橋梁耐震化や緊急輸送路強化の必要性が増大。
③ 袋井市みちプロ グラ ム
（ 平成29年度～令和8年度／平成29年3月策定）
策定背景： 人口減少・ 少子高齢化、 災害激甚化、 社会資本
の老朽化などの厳し い社会経済状況。
目的： 老朽化道路ス ト ッ ク を含む社会資本の適切な維持管理
・ 更新を行いつつ、 利用者の安全確保と メ ンテナンス 含めた
ト ータ ルコ ス ト の縮減・ 平準化を両立。

現行みちプロ グラ ムを検証・ 更新し 、 優先順位付けさ れた整備プロ グラ ムと 図を作
成する 。
（ 主な内容）
( 1)  現計画の検証 ( 2)  道路整備要望箇所図の作成 ( 3)  検討資料図の作成 ( 4)  市民
意向調査の整理 ( 5)  道路整備計画の更新 ( 6)  計画の取り ま と め（ 袋井市みちプロ
グラ ム最終版作成）  ( 7)  検討委員会資料作成補助

＊令和８ 年度に行う こ と

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 6, 000 千円

令和

事 業 名 みちプロ グラ ム更新事業

担 当 課 都市建設部　 都市整備課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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令和

事 業 名 水道管路の維持管理に向けたAI の活用

担 当 課 環境水道部　 水道課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度～令和10年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

令和７ 年度は、 AI を活用し た先進事例について情報収集、 調査検討し た
・ AI を 活用し た管路の維持管理の事例は様々のも のがある ため、 各事例についてプ
レ ゼンテーショ ンを受けた。
・ 先進地（ 豊田市） の訪問視察を 参考に、 導入に向けた検討を 行った。

実施に向けた準備（ R9予算化） を 行う
・ 各社見積徴収
・ 仕様書の作成
・ 業者選定方法について検討
・ 次期アセッ ト マネジメ ント 計画への反映に向けた検討

次期アセッ ト マネジメ ント の更新の基礎資料と なる 管路更新計画の基礎データ ーと
し て、 効率的な管路更新計画、 劣化診断によ る 管路損傷の危険個所の予防修繕に努
める も のと する 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 水道管の老朽化については、 全国で漏水事故等が報じ ら れ安全安
心な水の供給が求めら れている 。 袋井市の水道管については、 総延
長約742kmの水道管を更新する ために、 年間約7km更新し た場合、
100年かかる 計算と なる 。 今後、 効率的な管路更新を 進める ため、
Ａ Ｉ を 活用し た管路の劣化診断を行い、 従来のよ う な管種・ 経過年
度の診断から だけでなく 、 よ り 多く の情報（ 地質、 道路状況、 漏水
履歴、 流量など ） を元に漏水リ ス ク の把握や効率的な管路更新の優
先順位を決定し 、 次期アセッ ト マネジメ ント の基礎データ を作成す
る 。

参考： R7当初 0 千円

R8

AI劣化診断

手法の検討

R9

AIによる

劣化診断

R10

アセットマネ

ジメント更新
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令和

事 業 名 準用河川整備の推進

担 当 課 都市建設部　 土木防災課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 　 　 －

予 算 額 Ｒ ８ 当初 232, 000 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

【 準用河川　 松橋川改修】
　 平成16年度　  11月 集中豪雨によ る 浸水被害が発生
　 平成20年度　  袋井市中部豪雨災害対策アク ショ ンプラ ンを 策定
　 平成23年度　  準用松橋川河川整備計画を 策定
　 平成25年度～ 局所改良、 暫定整備
　 令和６ 年度　  袋井市中部水災害対策プラ ンを 策定

【 準用河川　 中沢川改修】
　 令和４ 年度　  ９ 月 台風15号によ る 河川災害が発生
　 令和４ 年度～ 災害復旧
　 令和６ 年度　  災害復旧が完了、 測量設計に着手
　 　 　 　 　 　 　  敷地川中部水災害対策プラ ンを 磐田市と と も に策定
　 令和７ 年度　  用地補償、 河川改修に着手

【 準用河川　 松橋川改修】
　 河川改修　 Ｌ ＝140ｍ( ブロ ッ ク 積護岸工） ※暫定整備
　 橋梁撤去　 Ｎ ＝１ 橋

【 準用河川　 中沢川改修】
　 河川改修　 Ｌ ＝ 30ｍ（ ブロ ッ ク 積護岸工）
　 測量設計　 Ｎ ＝１ 式

【 準用河川　 松橋川改修】
　 現在、 暫定整備（ １ /３ 確率） を 推進し 、 県によ る 蟹田川改修が松橋川合流点ま で完了後、 蟹田川の
整備計画規模（ 1/10） にて改修を 行う 。
　 河川改修　 Ｎ ＝１ 式、 測量設計　 Ｎ ＝１ 式、 用地補償　 Ｎ ＝１ 式
　
【 準用河川　 中沢川改修（ 普通河川中沢川） 】
　 準用河川整備区間の整備を 推進し 、 完了後、 上流の普通河川の改修を行う 。
　 河川改修　 Ｎ ＝１ 式、 測量設計　 Ｎ ＝１ 式、 用地補償　 Ｎ ＝１ 式

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 近年の気候変動に伴い豪雨災害が激甚化・ 頻発化し ている こ と
から 、 浸水被害や河川災害の軽減を 図る ため、 「 袋井市かわプロ
グラ ム」 に基づき 、 準用河川の整備推進を 図る 。 （ 県費補助）
　 ■準用河川松橋川
　 　 整備区間： Ｌ ＝約2, 360ｍ（ 蟹田川合流部～上流2, 360ｍ）
    整備規模： １ /10年確率（ 将来計画）
　 　 　 　 　 　 　 １ /３ 年確率（ 暫定整備）
　 　 ※蟹田川の現況能力見合い( 1/3) にて暫定整備を行い、 県によ る 蟹田
　 　 　 川整備( 1/10) が松橋川ま で完了後、 整備計画規模で整備を 行う 。

　 ■準用河川中沢川（ 普通河川中沢川）
　 　 整備区間： L＝約800ｍ（ 幕ヶ 谷公会堂～上流約800ｍ）
　 　 整備規模： １ /５ 年確率
　 　 ※準用河川の整備完了後、 普通河川区間を整備を 行う 。

参考： R7当初 169, 550 千円

【準用河川松橋川整備状況】
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事 業 の 目 的
・

概 要

　 令和７ 年５ 月に開設し たコ ワ ーキングス ペース 「 BI RDS」 を活用
し 、 産学官金の連携を はじ め、 市内外の事業者や創業希望者、 学生
等が集い、 つながる こ と で、 多様なコ ミ ュ ニティ を 形成し 、 創業支
援やデジタ ル化支援、 ス タ ート アッ プ支援など の各種事業を展開す
る こ と によ り 、 一層のオープンイ ノ ベーショ ンを推進し 、 環境の変
化に対応でき る 「 稼ぐ チカラ 」 の向上を 図る 。

参考： R7当初 19, 203 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

◆中小企業等デジタ ル化推進支援事業
　 ・ DX啓発セミ ナー： 参加者31人、 伴走支援： ７ 社（ う ち補助金活用： ３ 社）
◆創業支援事業
　 ・ 創業セミ ナー： 参加者延べ163人( 全５ 回×２ ) 、 創業相談： 15件、 伴走支援： ５ 人
◆ス タ ート アッ プ実証実験サポート 事業
　 ・ ロ ボッ ト やＡ Ｉ 等を 活用し た排水機場の劣化診断
◆ふく ろい産業イ ノ ベーショ ン推進事業
　 ・ イ ノ ベーショ ンピ ッ チ： 発表者６ 人、 参加者57人
　 ・ コ ワ ーキングス ペース 「 BI RDS」 の開設： 会員数52人（ R8. 1時点）
　 ・ 各種セミ ナー・ 交流イ ベント 実施
◆地元企業を 知る 機会と し ての小学生お仕事体験事業
　 ・ 参加企業10社、 参加者31人
◆BI RDSコ ミ ュ ニティ マネージャ ーの配置【 新規】
　 →知財やマーケティ ングなど の専門人材を配置し 、 イ ノ ベーショ ンセンタ ー
　 コ ーディ ネータ や市職員がチームと し て一体と なり 会員等を 支援し ていく 。
◆新事業展開に向けた副業人材活マッ チング支援事業【 新規】
　 →多様なス キルや知識を持つ副業人材と 地域企業と のマッ チング支援
◆中途採用支援事業【 新規】
　 →新規採用が困難の中、 即戦力と なる 社会人採用の企業説明会の開催

・ 中小企業等デジタ ル化推進支援事業： 1, 500千円
・ 創業支援事業： 1, 800千円
・ 新事業展開に向けた副業人材活マッ チング支援事業： 3, 000千円
・ ス タ ート アッ プ実証実験サポート 事業： 2, 000千円
・ ふく ろい産業イ ノ ベーショ ン推進事業： 8, 000千円
・ BI RDSコ ミ ュ ニティ マネージャ ー配置： 7, 000千円
・ 小学生のお仕事体験事業： 1, 100千円
・ 中途採用支援事業： 1, 700千円

　 意欲ある 中小企業や小規模企業を はじ め、 ビ ジネス にチャ レ ンジする 多様な人々
が集い、 つながる 交流拠点と し てコ ワ ーキングス ペース 「 BI RDS」 を 活用し 、 各産業
分野間の連携や民間事業者と の連携を強化する こ と で、 環境の変化に対応でき る
「 稼ぐ チカラ 」 の向上を 図り 、 オープンイ ノ ベーショ ンを 更に推進し ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和７ 年度～令和９ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 26, 100 千円

令和

事 業 名 稼ぐ チカラ 向上事業の実施

担 当 課 産業部　 産業未来課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要 特
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事 業 の 目 的
・

概 要

＜中小企業等奨学金返還支援事業費補助金＞　 800千円
中小企業等が従業員に支援し た奨学金返還のための手当等又は代理
返還し た額の2/3以内を 補助し ま す。
☑１ 社あたり 何人でも 申請可能

☑１ 人あたり 最大８ 万円／年度

　 ×採用年度から 最大５ か年度＝最大４ ０ 万円を 補助

<対象企業（ 要件抜粋） >
①中小企業等経営強化法第２ 条第２ 項に規定する 中小企業者等
②静岡県内に本社又は主たる 事務所を有する 者
③袋井市内に事務所を有する 者

＜地方就職学生支援金＞　 72千円
大学生のUI タ ーン就職を 促進する ため、 東京都内に本部がある 大学
に通う 大学生や大学院生が、 県内の企業の採用選考に参加する ため
の交通費や市内への移転費( 引っ 越し 費用） を支援し ま す。

■交通費： 上限5, 940円
■移転費： 上限66, 000円

参考： R7当初 ― 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

令和７ 年10月１ 日　 静岡県において新たに奨学金返還支援制度を 創設
令和６ 年４ 月１ 日　 静岡県において地方就職学生支援事業（ 交通費） を創設
令和７ 年４ 月１ 日　 静岡県において地方就職学生支援事業（ 移転費） を拡充

袋井市における 制度創設、 補助制度の開始、 補助制度の周知

継続支援

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 872 千円

令和

事 業 名
中小企業等奨学金返還支援事業費補助金
地方就職学生支援金の開始

担 当 課 産業部　 産業未来課、 企画部　 企画政策課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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令和

事 業 名 データ 分析を活用し た企業誘致

担 当 課 産業部　 産業未来課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 4, 600 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 本市は東名高速道路袋井イ ン タ ーチェ ン ジの開設など を 契機に、 積極的な企業誘
致に取り 組んでき たが、 現在の地域産業を 取り 巻く 環境が大き な転換期を 迎える
中、 産業の活性化によ る 「 稼ぐ チカラ 」 の向上が必要と なっ ている 。
　 本市においては、 電気機械器具製造業や輸送用機械器具製造業、 食料品製造業を
はじ めと し たバラ ン ス の良い産業構造と なっ ており 、 近年では、 市内初と なる 木質
バイ オマス 発電を 行う 遠州フ ォ レ ス ト エナジー発電所や、 世界最大規模と なる 植物
工場である テク ノ フ ァ ーム 袋井など 、 産業を リ ード する 先端企業も 立地し ている 。
　 今後の更なる 優良企業やス タ ート アッ プ企業の誘致に向け、 民間企業と の連携に
よ る 効果的な企業誘致の手法を 研究し てき た。

①４ 月～： 仕様書作成
②～５ 月下旬： 業務先選考
③６ 月： 入札、 契約
④７ 月～： 企業抽出、 アン ケート 調査、 分析業務等
⑤11月： 成果物納品
⑥12月～： 本業務の結果に基づき 企業訪問を 実施

引き 続き 、 本業務結果を も と に、 本市への立地可能性が高い企業に積極的に訪問
し 、 更なる 企業誘致を 推進する こ と で、 産業の活性化、 雇用の創出及び財政基盤強
化に繋げる 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

会社データ を 豊富に持つ民間会社と 連携し 、 本市と 関連性が高い
企業を 抽出する 。 取引規模等を も と に、 企業の成長力、 将来的な
投資や市内への進出の可能性を 分析し 、 訪問する 企業のタ ーゲッ
ト を 選定する こ と によ り 効果的な優良企業誘致を 図る 。

参考： R7当初 0 千円

©日本経済新聞社©帝国データバンク

特
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事 業 の 目 的
・

概 要

海外市場へ一歩前進～袋井市の特産品を台湾へ～
　 本市農業の高齢化や後継者不足によ る 農業者の減少や重油、 肥料
などの農業用資材などの高騰に伴い農業生産出荷額が70. 7憶（ Ｒ ６
実績） 減少し ている 。
　 農業経営を強化する ためには、 担い手の確保や経営力の向上が求
めら れ、 新規就農や事業承継の促進と と も に農産物の販路開拓や付
加価値向上が必要と なっている 。
　 そこ で、 2025年のGDP成長率が4. 45％と 成長率の高い台湾におい
て、 袋井市の特産品である 茶を中心に、 ク ラ ウ ンメ ロ ンなどの農産
物の振興を図る 。 今回、 台湾南部の高雄市で開催さ れる 高雄国際食
品見本市に出展し 、 台湾市場の販路拡大と 本市農産物のブラ ンド 価
値の向上を図る 。

参考： R7当初 800 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

＜特産物販路拡大事業実績（ 海外） ＞
R4　 アメ リ カ（ メ ロ ン）
R5　 フィ ンラ ンド （ 茶） 、 シンガポール（ 茶）
R6　 シンガポール（ 野菜） 、 台湾（ 茶）
R7　 ド イ ツ（ 茶） 、 デンマーク （ 茶） 、 フィ ンラ ンド （ 茶）

１ 　 高雄国際食品見本市（ Kaohsi ung Food Show 2026） への出展
（ １ ） 時期　 令和８ 年10月下旬（ ４ 日間）
（ ２ ） 会場　 高雄展覽館及び高雄市内
（ ３ ） 主催　 Tai wan Ext ernal  Trade Devel opment  Counci l （ TAI TRA）
（ ４ ） 内容　 農産物の輸出商談等

２ 　 海外現地マーケティ ング調査
（ １ ） 時期　 令和８ 年10月下旬（ ４ 日間）
（ ２ ） 場所　 高雄市内卸業者
（ ３ ） 内容　 農産物輸出商談等

　 令和８ 年度の実績に基づき 、 引き 続き 展示会出展を実施する と と も に、 茶の需要
が高いフラ ンス などのヨ ーロ ッ パを対象に、 海外需要を模索する 。

１ 　 事業
（ １ ） 特産物販路拡大事業における 海外販路支援
（ ２ ） 台湾及びヨ ーロ ッ パにおける 海外販路の開拓

２ 　 選定理由
（ １ ） 台湾は、 農薬基準が厳し いこ と から 、 台湾の基準をク リ アする こ と によ り 、
概ねすべての国の輸出基準が満たさ れる ため。
（ ２ ） ヨ ーロ ッ パは、 リ ーフ茶の文化がある こ と から 、 煎茶やほう じ 茶などのリ ー
フ茶が認知さ れる こ と によ り 、 販路開拓につながる ため。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 2, 300 千円

令和

事 業 名 市内農産物の海外販路拡大

担 当 課 産業部　 農政課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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令和

事 業 名 輸出拡大生産体制強化支援事業

担 当 課 産業部　 農政課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 13, 400 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 海外では、 碾茶（ 抹茶の原料） や有機栽培茶等の需要が高く 、 海外需要に応じ た
茶の栽培を 行う 必要がある が、 茶の転換には、 需要に応じ た品種への改植及び資材
の導入に費用がかかる こ と から 、 海外需要に応じ た転換が進んでいない。
　 県では、 令和７ 年度から 、 輸出に取り 組む茶生産者等に対し て、 改植や被覆資材
導入等に係る 費用を支援し ている が、 令和８ 年度以降は、 市も 協調し て助成する こ
と を県支援の要件と し ている 。
　 海外では、 市場情勢（ ト レ ンド ） がめま ぐ る し く 変化し ている こ と から 、 機を 捉
え、 ス ピ ード 感を も っ て対応する 必要があり 、 今回、 茶生産者のチャ レ ンジを県と
協調し て支援する こ と になっ た。
【 参考】 秋冬番茶価格
  ① 煎茶が2, 300円/kg
  ② 碾茶が4, 000円/kg（ 有機： 4, 500円/kg）

　 海外で高ま る 抹茶等の需要に応じ て、 袋井茶の輸出拡大を図る 生産者に対し 、 品
種転換や被覆資材の経費等を 県と と も に支援を する 。

【 取組内容】
１ 　 補 助 率　 必要経費の１ /２ 以内（ う ち県が１ /２ を負担）
２ 　 対象事業　 改植費( 304千円/10a） 、 植栽初期管理費（ 282千円/10a） 、
　 　 　 　 　 　 　 被覆資材費（ 200千円/10a）
３ 　 対　 　 象　 輸出拠点化に取り 組む生産者グループ等
４ 　 要　 　 件　 拠点化計画を 作成し た茶工場又は参画し た生産者( 国の補助対象者)

　 海外で高ま る 抹茶等の需要に応じ て、 袋井茶の輸出拡大を図る 生産者に対し 、 品
種転換や被覆資材の経費等を 県と と も に支援を する 。

【 取組内容】
１ 　 補 助 率　 必要経費の１ /２ 以内（ う ち県が１ /２ を負担）
２ 　 対象事業　 改植費( 304千円/10a） 、 植栽初期管理費（ 282千円/10a） 、
　 　 　 　 　 　 　 被覆資材費（ 200千円/10a）
３ 　 対　 　 象　 輸出拠点化に取り 組む生産者グループ等
４ 　 要　 　 件　 拠点化計画を 作成し た茶工場又は参画し た生産者( 国の補助対象者)

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 良質茶の生産及び茶園の生産性向上によ る 市茶業の活性化を 図る
ため、 被覆茶など の付加価値の高い茶の生産及び茶園基盤整備に取
り 組む生産者に対し て支援を 行う 。

参考： R7当初 0 千円

特
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事 業 の 目 的
・

概 要

　 本市を活動フィ ールド に自分の経験・ 能力を活かし て地域活性化の仕
事に就き ながら 、 理想と する 暮ら し や生き 方を見つける 協力隊を募集す
る 。
　 地域おこ し 協力隊制度の活用によ り 、 地域課題の解決に向けた活動の
担い手を国の財政支援を受けながら 、 広く 募集する こ と ができ る ほか、
外部人材なら ではの視点や専門的知見を地域に取り 込むこ と ができ る 。
〇活動期間： 概ね１ 年以上3年以下
○財政支援： 「 特別交付税」 措置
　 ［ 対象経費］ 募集経費: 上限350万円、 活動経費: 上限550万円/隊員

参考： R7当初 0 千円

事 業 期 間 令和８ 年度　 ～　 令和10年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 7, 212 千円

令和

事 業 名 「 地域おこ し 協力隊」 の新規募集

担 当 課 企画部　 企画政策課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事
業
内
容

＊事業の経過

　 平成21（ 2009） 年度に国が創設し た地方創生施策の一つ。 地方が抱える 人口減少や高齢化
などへの対応と し て、 自分の能力や経験を活かし 、 地域活性化に資する 仕事や事業のほか、
地域の魅力発信や人材の育成など行う こ と を目的に地方に移住し 、 活動する 者を地方公共団
体が「 地域おこ し 協力隊」 と し て委嘱し 、 諸活動を支援する 制度。
　 令和６ （ 2024） 年度には、 全国で7, 910人が1, 176団体で活躍中。 国は、 令和８ 年度ま でに
１ 万人の活躍を目指し ている 。
　 本市においては、 令和５ 年度に「 海のにぎわい創出プロ ジェ ク ト 」 をミ ッ ショ ンと し て、
地域おこ し 協力隊の採用実績がある が、 自己都合によ り 令和６ 年９ 月に退任。
　 その後、 本制度の有効な活用方策などの先進事例を学び、 ミ ス マッ チを防ぐ ため、 期待す
る ミ ッ ショ ンの明確化のほか、 隊員の孤立化を防ぐ 定着化の取組などの必要性や有用性を学
び、 本市に相応し いテーマや活動を検討し てき たと こ ろ。

　 本市を活動フィ ールド する 地域おこ し 協力隊を、 ３ 分野で各１ 名を募集する 。
 
＜募集予定の分野＞
（ １ ） 観光振興
（ ２ ） ス ポーツ振興
（ ３ ） 農業振興

 ＜実施ス ケジュ ール＞
 　 ４ 月　 募集に係る 企画
　 　 　 　  受け入れ調整
　 　 　 　  募集要綱等の作成
   ７ 月　 公募開始
   ９ 月　 応募者面談
　  12月　 選考者決定（ 注）
　  １ 月  委嘱・ 活動開始

　 委嘱し た隊員の諸活動の円滑化と 定着化に向け、 地域内関係者と 連携を図る ほか、 新たな
営みを育む支援のほか、 生活者と し ての困り ごと のサポート する こ と で本市への定住と 活動
の定着を図る 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

（注）公募の結果、適任者不在の場合は採用を見送ります
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令和

事 業 名 稼ぐ チカラ の向上事業の実施

担 当 課 産業部　 農政課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 3, 000 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

（ 新） Ｒ ７ 　 袋井市農業振興会補助金（ 200千円）
　 袋井市農業振興会が、 首都圏等の就農イ ベント において、 就農相談や情報発信を
行う 事業に対し て補助を行う 。 （ イ ベント 出展料、 消耗品等）

　 首都圏等から 新規就農者を確保する ため、 就農情報サイ ト や就農イ ベント におい
て、 就農に係る 情報や生活環境などの、 就農情報の発信や就農体験を通じ て、 新規
就農者や農業法人における 雇用の確保を促進する 。 （ 総額3, 000千円）
●就農促進事業　 就職情報サイ ト に市内の雇用情報を発信する 。 （ 400千円）
●就農促進事業　 袋井市農業振興会が参加する 就農イ ベント に対し て補助をする 。
（ 200千円）
●農業イ ンタ ーン事業　 首都圏等から 袋井市で就農体験をし ていただき 、 生活環境
や就農内容を周知する 。 （ 1, 400千円）
●農地情報案内事業　 空き 農地情報を集約し 、 新規就農者へ情報発信する ためのシ
ス テムを整備する 。 （ 1, 000千円）

　 首都圏等から 新規就農者を確保する ため、 就農情報サイ ト や就農イ ベント におい
て就農に係る 情報や生活環境などの、 就農情報の発信や就農体験を通じ て、 新規就
農者や農業法人における 雇用の確保を促進する 。
●就農促進事業　 就職情報サイ ト に市内の雇用情報を発信する 。 （ 400千円）
●就農促進事業　 袋井市農業振興会が参加する 就農イ ベント に対し て補助をする 。
（ 200千円）
●農業イ ンタ ーン事業　 首都圏等から 袋井市で就農体験をし ていただき 、 生活環境
や就農内容を周知する 。 （ 1, 100千円）
●農地情報案内事業　 空き 農地情報を集約し 、 新規就農者へ情報発信する ためのシ
ス テムを整備する 。 （ 100千円）

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

ゼロ から 始める 農のリ ク ルート
　 袋井市の農業者は、 高齢化や後継者不足、 離農などによ り 、 ５ 年
で400人が減少し ており 、 新規就農者や企業の新規参入などによ る
担い手確保が課題と なっている 。 今回、 農業の担い手を確保する た
め、 就農支援情報サイ ト の開設、 就農支援体験、 就農イ ベント 出展
等によ り 、 新規就農者の確保や企業参入の促進を図る 。

【 農業従事者の推移】
　 2010年　 1, 957人
　 2015年　 1, 517人（ 440人減）
　 2020年　 1, 118人（ 399人減）

参考： R7当初 200 千円
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令和

事 業 名 「 推し 活」 応援プロ ジェ ク ト ～推し のま ちに向けた挑戦～

担 当 課 企画部  企画政策課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度　 ～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 5, 500 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

令和７ （ 2025） 年度
市制施行20周年記念事業と し て株式
会社バンダイ ナムコ エンタ ーテイ ン
メ ント と 連携し た「 アイ ド ルマス
タ ーSi deM」 と のコ ラ ボ企画を実施
ーーーーーーー
全国津々浦々から 来訪者あり
Ｓ Ｎ Ｓ での拡散によ る 認知度向上
オリ ジナルグッ ズ販売など

「 推し 活」 応援プロ ジェ ク ト
（ １ ） アニメ コ ンテンツ の活用コ ラ ボ企画（ 第２ 弾）
・ 地域内個店等と の連携し た商品開発ほか
（ ２ ） 「 推し 活」 ゆかり の地の聖地化
コ ンサート 会場と なる エコ パアリ ーナなど 推し 活と ゆかり の地と 絡め「 〇〇なら 袋
井」 と 呼ばれる 聖地化に向けたPR・ 営業活動の実施

推し 活と ゆかり の地「 〇〇なら 袋井」 と 呼ばれる 聖地化（ 推し のま ちの実現） に向
けたコ ンサート など のイ ベント の開催誘致活動等を 展開する

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

　 「 推し 活」 を フ ッ ク にし た関係人口の創出と 地域活性化に向け
た取り 組むを本格化さ せる ため、 「 推し 活」 応援プロ ジェ ク ト を
始動。 本市にゆかり のある コ ンテンツ を活用し 、 市の知名度向上
や地域経済の振興、 さ ら には関係・ 交流人口の拡大のほか、 袋井
と 言えば「 ●●」 と 呼ばれる よ う な推し 活にと っ ての聖地化（ 推
し のま ちの実現） を 目指すも の。
（ １ ） 知名度向上： SNS発信、 オリ ジナル動画作成・ 放映
（ ２ ） 経済活性化； 限定グッ ズ、 地元商店コ ラ ボ商品販売
（ ３ ） 関係人口の拡大： 周遊事業、 ふる さ と 納税ほか
＜経済効果目標値＞
　 10, 000千円（ グッ ズ売上、 ふる さ と 納税、 地域内消費額）

参考： R7当初 5, 500 千円

特

45



令和

事 業 名 ふる さ と 住民登録制度の研究　 ～2961Dayの開催に向けて～

担 当 課 企画部 企画政策課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 1, 243 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 国は人口減少社会においても 、 多様な人材同士が影響し 合い地域の活力を 高め、
関係人口の量的拡大・ 質的向上（ 関わり の深化） を 図る こ と など を定めた地方創生
2. 0「 基本構想」 を 閣議決定（ R7. 6. 13） 。

　

　 国の「 ふる さ と 住民登録制度」 の本格運用と 併せ、 関係人口の登録に向けた募集
活動を 開始する ほか、 関係人口が集い、 本市と の関わり を 深める 「 2961Day」 （ 仮
称） の企画内容について、 官民共創によ る ワ ーク ショ ッ プなど を 開催する 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

 国は、 地方創生2. 0基本構想に基づき 関係人口の創出（ 見える 化）
の取組と し て令和９ （ 2025） 年度から 「 ふる さ と 住民登録制度」 の
運用を 目指し 、 実装化に向けた検討をし ている と こ ろ。
　 本事業は、 市の第三次総合計画に掲げた人口減少社会への適応戦
略の一つである 関係人口の創出・ 拡大に向け、 国の制度等を有効活
用する ための先行的な調査研究と 併せ、 地域内の機運醸成を図る 。

参考： R7当初 0 千円

具体的には、 関係人口を 可視化す

る 「 ふる さ と 住民登録制度」 を 創設

し 、 その実装化に向け、 プラ ッ ト

フ ォ ームと なる シス テム構築（ アプ

リ 開発） のほか、 関係人口と 地域と

の関わり 方、 関係人口や地域に対す

る 具体的な支援の在り 方など を 検討

に着手する 方針。

（ １ ） 調査研究

住所地以外の地域に関わる 方々を登録でき る 「 ふる さ と 住民登録制度」 の導入

に先立ち、 国のモデル地区など の先進地視察など を通じ て、 本市における 活用方

法や支援の在り 方など を検討する 。

（ ２ ） 地域内の機運醸成

関係人口の創出・ 拡大に向けた

取組のマイ ルス ト ーンと し て、 フ

ク ロ イ （ ２ ９ ６ １ ） の語呂に合わ

せた2029年６ 月１ 日を 「 2961Day」

（ 仮称） と する 1000日前のキッ ク

オフ イ ベント を 開催する

特
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事 業 の 目 的
・

概 要

　 市沿岸部の同笠海岸周辺は、 「 海のにぎわい創出プロ ジェ ク ト 基
本計画」 に基づき 、 令和５ 年度以降休憩・ 交流施設や防潮堤内展望
ス ペース など 整備を行っ てき た。
　 こ れま でも ３ ヶ 年に渡り 市主催イ ベント を実施し てき たと こ ろで
ある が、 今後、 官民連携での賑わい創出を 促進する と と も に、 民
間・ 団体など によ る イ ベント 開催等を支援する こ と で、 「 う みてら
すDORI 」 エリ アでの持続的なにぎわい創出及び経済活性化を図る 。

参考： R7当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

令和４ 年度
・ 海のにぎわい創出ビ ジョ ン策定
・ 海のにぎわい創出プロ ジェ ク ト 基本計画策定
・ 海プロ フ ェ ス タ
令和５ 年度
・ 休憩・ 交流施設兼ト イ レ 設計
・ 展望ス ペース ・ 南北通路交流ス ペース 整備
・ 海プロ フ ェ ス タ （ ナイ ト ウ ェ ーブ）
令和６ 年度
・ 休憩・ 交流施設兼ト イ レ 整備
・ 進入路付近高質空間整備（ 築山・ ヤシの木植樹）
・ 海プロ フ ェ ス タ 2025
令和７ 年度
・ 芝生一体化・ RVパーク 整備
・ 防潮堤　 海辺の駐車場・ 展望デッ キ整備
・ 海プロ フ ェ ス タ （ 予定）

　 観光誘客官民連携事業（ 商業観光課） については、 海岸でのマリ ンアク ティ ビ
ティ ま で含めた広いエリ アにおける 県内外から の観光誘客につながる よ う 、 Ｐ Ｒ 動
画の作成や、 フ ィ ッ シングやバイ ク 、 サイ ク リ ングなど のイ ベント への官民共催を
通じ た支援を 進める 。
　 賑わい創出補助事業（ ス ポーツ 政策課） については、 民間事業者・ 団体等によ
る 、 う みてら すDORI エリ アを 活用し たイ ベント 等開催の経費補助を行う 。

・ 釣り 愛好家やバイ カー、 サイ ク リ ス ト 向けイ ベント 等の官民連携型支援
・ う みてら すDORI 賑わい創出に向けた民間事業者・ 団体への支援

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初
千円1, 800

商業観光課　 1, 000千円
ス ポーツ 政策課　 800千円

令和

事 業 名 う みてら すDORI 観光誘客官民連携・ 賑わい創出補助事業の開始

担 当 課 産業部　 商業観光課、 　 市民生活部　 ス ポーツ 政策課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要 特
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事 業 の 目 的
・

概 要

袋井NEXTツ ーリ ズム2. 0　 新たな観光客開拓と 高付加価値化への取
組

　 袋井市観光協会と と も に取り 組んでいる 「 ふく ろい観光ルネッ サ
ンス 事業」 を よ り 深化さ せ、 本市の観光資源である 遠州三山や豊か
な自然・ 歴史・ 文化等を 活かし 、 観光客の誘致と 地域の活性化を 図
る と と も に、 持続可能な観光地と し ての袋井市のブラ ンド 力を 高め
る こ と を目指す。

参考： R7当初 9, 360 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 市と 袋井市観光協会では平成24年度から 共同で、 市の観光ブラ ンド 推進に向けた
各種観光事業を「 ふく ろい観光ルネッ サンス 事業」 と 銘打ち展開し ている 。
　 令和７ 年度よ り 、 国の「 新し い地方経済・ 生活環境創生交付金（ 第２ 世代交付
金） 」 （ ※令和8年度から 「 地域未来交付金」 に名称変更） の採択を 受け、 令和９ 年
度ま での３ 年間、 新たなセールス 手法やＳ Ｎ Ｓ やメ ディ アを活用し た情報発信など
の新たな観光コ ンテンツ の開発によ り 、 県内外から 新たな観光客層の誘客につなげ
ていく と と も に、 観光客の周遊によ る 旅行消費や市民の市内消費を促すための「 袋
井Ｎ Ｅ Ｘ Ｔ ツ ーリ ズム2. 0プロ ジェ ク ト 」 に取り 組んでいる 。

・ 「 遠州三山風鈴ま つり 」 「 遠州三山も みじ めぐ り 」 「 可睡斎ひなま つり 」 等にお
ける ポス タ ーやチラ シの有料配架など 、 既存の取り 組みのさ ら なる 展開。
・ 有料Ｓ Ｎ Ｓ 広告や遠州三山Ｐ Ｒ サイ ト の作成、 観光案内所へのデジタ ルサイ ネー
ジ設置、 市内観光地の景観向上に向けたワ ーク ショ ッ プ事業等。
・ ふく ろいラ ンタ ンナイ ト の実施や市内飲食店紹介冊子の作成
・ 「 袋井版おんぱく 『 ふふふの袋井』 やイ ンバウ ンド 向け認知拡大を 狙う プロ モー
ショ ン目的のツ アーなど
※こ れら の事業を 、 袋井市観光協会と 協力・ 分担し て取り 組む。

令和８ 年度事業の進展を 見ながら 、 引き 続き 、 さ ら なる 観光客開拓と 高付加価値化
への取組を 進めていく 。
・ 「 遠州三山風鈴ま つり 」 「 遠州三山も みじ めぐ り 」 「 可睡斎ひなま つり 」 等にお
ける ポス タ ーやチラ シの有料配架など 、 さ ら に効果的な広報の実施
・ 有料Ｓ Ｎ Ｓ 広告や遠州三山Ｐ Ｒ サイ ト の運用など
・ 「 袋井版おんぱく 『 ふふふの袋井』 やイ ンバウ ンド 向け認知拡大を 狙う プロ モー
ショ ン目的のツ アーなど

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和７ 年度～令和９ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 8, 560 千円

令和

事 業 名 新袋井観光魅力創出事業の開始

担 当 課 産業部　 商業観光課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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事 業 の 目 的
・

概 要

①文化財の所有者や地域の文化財を 守っ てき た市民の課題と し て、
高齢化や文化財に対する 関心の薄さ によ る 、 文化財保護の継承者の
減少が挙げら れている 。
小規模の団体、 ま たは個人によ って担われてき た文化財を デジタ ル
化し 、 わかり やすい形で文化財の価値や魅力を 発信する こ と で、 文
化財に対する 意識の向上と 保護の担い手増加を 図り 、 地域住民主体
で文化財保護の形態構築を目指す。
②開発行為に先立って行われる 試掘調査や文化財保護法に基づいて
提出さ れる 届出書類について、 こ れま の紙資料が大量に蓄積さ れて
いる 。 問い合わせの際、 検索には非常に時間がかかっ ている ため、
こ れら 紙資料をすべて電子化する 作業を 行う 。

参考： R7当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 令和5年度に契約し た遺構実測支援シス テムによ っ て、 こ れま で委託作業で行っ て
いた、 現地での遺物出土状況図の作成作業や報告書刊行に係る 図面作成作業がデジ
タ ル化し 、 委託費用や印刷刊行費用が大幅に削減さ れた。
　 今回の①のシス テムに関し ては、 こ のシス テムのアッ プグレ ード にあたり 、 文化
財の記録保存作業だけでなく 文化財の公開と いう 視点で有効活用でき る 。

①デジタ ルアーカイ ブ（ 袋井市社会科補助資料集デジタ ル版） が徐々に充実する こ
と によ って、 小中学校の地域学習や郷土資料館での展示など 多く の場面で活用さ れ
る こ と が予想さ れる 。
文化財に興味を持ち、 参画する 人数が増える こ と で、 市の文化財保護体制が拡充し
ていく も のと 考えら れる 。
②電子化さ れた発掘調査記録に位置情報を 紐づけて、 発掘調査履歴を 簡単に検索で
き る よ う にシス テムを 構築する 。 ス ムーズな問い合わせ対応が行える よ う になる 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

①令和８ 年度は３ Dモデル作成シス テムを 導入し 、 文
化財の所有者ま たは地域住民が、 所有する 文化財や
身近なと こ ろに分布する 文化財の写真を 撮影し 、 情
報を記録する 。 情報公開する ために、 市へ資料を持
ち込みシス テムで３ Dモデルを 作成する 。 位置情報を
付与し て、 デジタ ルアーカイ ブ（ 袋井市社会科補助
資料集デジタ ル版（ ht t ps: //f ukuroi -di gi t al -
ar chi ve. com/） ） 上で公開する 。 デジタ ルアーカイ
ブは小中学校の地域学習や郷土資料館での展示QR、
講座で活用さ れる 。
②発掘調査に係る 紙資料の電子化を 行い、 過去の履
歴検索を容易にし 業務効率化を図る 。

事 業 期 間 令和８ 年度～９ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 3, 881 千円

令和

事 業 名 つながる ！地域文化デジタ ル化事業

担 当 課 教育部　 生涯学習課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

①３Dモデル作成システムの導入イメージ

特
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事 業 の 目 的
・

概 要

電動バイ ク を 活用し た市内観光周遊促進、 本格稼働へ

　 免許不要で16歳以上から 利用可能なバイ ク 型電動モビリ ティ ( 特
定小型原動機付自転車) を 観光の移動手段と し て活用する こ と を 目
的に、 令和７ 年６ 月、 市内の観光事業者「 株式会社愛ノ 宮ト ラ ベ
ル」 及び「 袋井市観光協会」 「 袋井市」 の３ 者で『 電動バイ ク を 活
用し た市内観光周遊促進に関する パート ナーシッ プ協定』 を締結し
た。 こ の取組によ り 、 市内観光周遊の促進をはじ め、 若年層の誘客
や観光滞在時間の延伸等につなげていく 。
※サービス 運用や車両の管理等は株式会社愛ノ 宮ト ラ ベルが対応。

参考： R7当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

・ 令和７ 年６ 月、 「 株式会社愛ノ 宮ト ラ ベル」 及び「 袋井市
　 観光協会」 「 袋井市」 の３ 者で『 電動バイ ク を活用し た市
　 内観光周遊促進に関する パート ナーシッ プ協定』 を 締結。
・ 令和７ 年12月、 電動バイ ク シェ アリ ングのためのアプリ を
　 株式会社愛ノ 宮ト ラ ベルがリ リ ース 。
・ 現在ま でに民間投資によ り 、 市内各所へのポート 設置を
　 進めており 、 ３ 月末ま でに市内約20か所へ設置を 見込む。

　 民間投資によ る サービ ス 展開を ま ち
づく り に活かすべく 、 市及び観光協会が
連携し 以下の取組を行う 。
・ 電動バイ ク シェ アリ ングサービ ス の周知
・ ポート 設置場所の案内
・ 電動バイ ク を活用し た周遊ルート の作成
　 や観光情報の発信
・ 利用状況データ の分析
・ シェ アリ ングポート の増設　 など

・ 利用状況データ など を 分析し た観光振興
　 施策の企画・ 立案など

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 0 千円

令和

事 業 名 電動バイ ク を 活用し た市内観光周遊促進事業

担 当 課 産業部　 商業観光課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

▲市内ポート設置個所

▲ 電動バイク車両
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＊令和９ 年度以降の展開

・ 市全体の多文化共生の推進力を加速さ せる と と も に、 先進的な取組と し て、 他地
区や他市町へも 情報発信し ていく 。
・ こ の取組を通じ て蓄積し たノ ウ ハウ をも と に、 多文化共生をけん引する 担い手育
成の足がかり にする 。

事 業 の 目 的
・

概 要

　 お互いを 尊重し  と も に支え合う 地域づく り へ！
　 ふく ろい多文化共生のま ちづく り 計画の基本理念である 「 一人ひ
と り の違いを認め合い 暮ら し やすく 活力ある ま ちづく り に向け と
も に考え行動する 」 を具現化し ていく 事業を実施する 。
　 特に外国人比率が高く 、 多文化共生を自ら 考え、 よ り 良いま ちづ
く り に向けチャ レ ンジする  ま ちづく り 協議会をモデル地区と し 、
多文化共生への理解や地域課題の共有、 テーマ設定によ る 課題解決
に向けた実践の場を行政等と の連携・ 協働によ り 創出する 。

事
業
内
容

＊事業の経過

・ 市が実施し た日本人市民意識調査・ 外国人市民実態調査では、 日本人市民の「 多
文化共生と いう 言葉や意味を知っている 人」 の割合は約４ 割であった。 加えて、 本
年度実施し た第３ 次総合計画前期基本計画の施策指標に掲げる 「 ” 日本人と 外国人
がお互いを尊重し 、 と も に地域を支え合う ま ち” だと 思う 市民の割合」 の現状値は
31. 3％である 。 多文化共生推進懇話会から の意見においても 、 日本人と 外国人が相
互に理解し 、 外国人住民が地域の一員と し て活躍し と も に支え合う ま ちづく り が期
待さ れている 。
・ 2027年度には新たな在留資格の創設など、 国の外国人材の受入れが加速する 中、
行政の取組にと どま ら ず関係する 主体と と も に多文化共生施策を推進し ていく こ と
が求めら れている 。

＊令和８ 年度に行う こ と

①モデルと なる ま ちづく り 協議会と と も に、 外国人雇用企業、 国際交流協会等の連
携・ 協働によ り 次のと おり 実施する 。

【 取組イ メ ージ】 ※ま ちづく り 協議会を主体に事業内容を共創する 。
６ 月 多文化共生についての勉強会の開催、 現状と 課題の共有
　 　  ま ちづく り 協議会において、 外国人人口増の背景や今後の予測について学び、
　 　  地域における 現状と 課題を整理する 。
　
８ 月 地域における 「 あり たい姿」 の設定、 取り 組み内容等の整理

10月 コ ミ セン祭り において「 世界！びっく り ・ ふし ぎ・ ほっこ り エピソ ード 展」 を
　 　  展示する 。

２ 月 実践テーマの設定と 具体的な取組みの検討

②世界びっく り ・ ふし ぎ・ ほっこ り エピソ ード 巡回展の開催( 年間10か所)
　 令和７ 年度に開催し た「 世界！びっく り ・ ふし ぎ・ ほっこ り エピ ソ ード 展」 をも
と にコ ミ ュ ニティ センタ ーや企業などにおいて、 エピソ ード 巡回展を開催する こ と
によ り 、 広く 市民への周知し 、 多文化共生意識の醸成を図る 。

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 280 千円 参考： R7当初 0 千円

令和 8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 名
「 ふく ろい多文化、 そう か！」 プロ ジェ ク ト
地域と 共に創る 多文化共生推進事業

担 当 課 企画部　 多文化共生推進課
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事 業 の 目 的
・

概 要

　
　 次代を担う 子ど も たちが、 国際社会に目を向け、 海外での様々な経験
を通し て、 異文化に対する 理解、 幅広い視野、 コ ミ ュ ニケーショ ン技術
の習得など 、 急速な社会の変化に興味、 関心を持って探求、 チャ レ ンジ
し 続ける 人財を育成・ 支援する ため、 奨励金を交付し 、 その機会を積極
的に後押し する 。
　 海外での貴重な体験から 、 自分が住んでいる ま ちの魅力について、 改
めて見つめなおす機会と する など 、 グロ ーバルな視点や協調性、 リ ー
ダーシッ プなど 、 たく ま し く 生き 抜く 力を育む。

参考： R７ 当初 3, 500 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 全国では、 主に中学生・ 高校生を対象と し た海
外留学を支援する 制度がある も のの、 その多く は
学力によ る 選抜や現実的には保護者等の経済力等
が伴った上での支援と なっている 。
　 本市では、 こ のよ う な要因に関わら ず、 海外で
チャ レ ンジする 意欲や探求心のある 子ど も ・ 若者
を対象に、 海外留学の実現に向けその機会を積極
的に後押し する ための支援を全国に先駆けて令和
５ 年度から 実施し ている 。

１  対象者
 　 中学生から 22歳ま での子ど も ・ 若者
２  対象経費
　 ⑴ 国際航空運賃
　 ⑵ 旅券取得手続き 費用
　 ⑶ 滞在費、 授業料　 　 など
３  支援金の額（ 保護者等の所得状況によ る ）
　 ⑴ 上限20万円
　 ⑵ 上限70万円（ 生活保護世帯、 市民税非課税世帯など ）

　 引き 続き 奨励金制度を広く 市民に周知し チャ レ ンジの機会を提供し ていく 。
　 ま た、 制度利用者に対し ては、 継続的に市や国際交流協会の事業への参加の機会を提供
し 、 多文化共生・ 国際感覚の意識の醸成につなげていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 3, 500 千円

令和

事 業 名 子ど も ・ 若者海外留学支援事業

担 当 課 企画部　 多文化共生推進課、 教育部　 生涯学習課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事業スケジュール

第１ 期 第２ 期

留学応援説明会 ４ 月中旬 10月上旬

申請期間 ４ 月下旬～５ 月上旬 10月下旬～11月上旬

審査 ５ 月中旬 11月中旬

支援の決定 ５ 月下旬 11月下旬

留学の実施 夏休み期間 冬休み・ 春休み期間

留学報告会 ９ 月下旬 ４ 月上旬

留学先での体験授業

留学の成果を報告！

「未来へチャレンジ！子ども・若者海外留学支援事業」
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事 業 の 目 的
・

概 要

「 家庭系可燃ごみを2030年（ 令和12年） ま でに30％削減する 」 こ と
を 全体目標と する 可燃ごみ削減プロ ジェ ク ト 「 ふく ろい５ ３ ３ ０ 運
動」 を 実施し ている 。

　目的達成のため、可燃ごみ削減効果が高い草木回収事業のほか、啓
発効果の高い雑がみ回収事業、市職員による資源ごみ回収立ち合い等
を実施している。

参考： R7当初 37, 797 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 現状（ 2025年12月末現在） の家庭系可燃ごみ削減率は▲19. 9％と 、 順調に削減が
進んでいる が、 直接搬入ごみ削減率52. 4％と 比較し て、 収集ごみの削減率は11. 4％
と 、 市民の皆さ んにごみ削減に取り 組んでも ら える 余地がある 状態と なっ ている 。
　 更なる 家庭系可燃ごみ削減のため、 今後も 草木回収事業のほか、 啓発効果の高い
雑がみ回収事業や市職員によ る 資源ごみ回収立ち合い等を 継続し て実施し ていく 必
要がある 。

　ごみ処理経費抑制の観点から、可燃ごみ削減効果の高い草木リサイクル事業は継続して
実施していく。
　効率的なリサイクルに取り組むとともに、可燃ごみ処理費用削減効果が見込まれる下水汚
泥リサイクルに取り組むなどを行い、2030年（令和12年）までに可燃ごみを30％削減するとい
う目標達成を目指す。

　可燃ごみ削減効果が高い草木回収事業だけでなく、啓発効果の高い雑がみ回収事業や
市職員による資源ごみ回収立ち合いを継続して実施していくほか、長期的な可燃ごみ削減
の対策として、紙おむつリサイクルの研究や、不要品を再活用させる「リユース・リサイクル」
の循環などの可能性を探っていく。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間  令和４ 年度　 ～　 令和12年

予 算 額 Ｒ ８ 当初 37, 051 千円

令和

事 業 名 可燃ご み削減プロ ジェ ク ト ～ふく ろ い５ ３ ３ ０ 運動～

担 当 課  環境水道部　 廃棄物対策課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

可燃ごみ削減状況の推移
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令和

事 業 名 交通安全対策推進事業

担 当 課 総務部　 協働ま ちづく り 課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 期 間 平成17年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 年度ごと の交通安全推進事業については、 毎年２ 月に行われる 交通安全対策委員会で
定める 「 袋井市交通安全運動基本方針」 に基づき 実施し ている 。
　 袋井市交通安全会連合会は、 地区ごと に交通事故を 削減する ため、 交通安全運動期間
を 中心に、 街頭広報や啓発活動を実施し ており 、 袋井市交通指導隊は、 特に、 登下校時
の児童の安全を確保する ために、 通学路における 街頭指導や交通安全教室に参画し てい
る 。
　 令和７ 年11月時点では、 人身事故件数件384件、 昨年比－22件と 減少傾向にあり 、 令
和７ 年11月には、 山名地区で交通死亡事故ゼロ 連続3, 000日と なり 、 令和８ 年１ 月13日
現在も 記録を 伸ばし ている 。

◆交通安全対策基本法の一部改正によ り 、 市町村の交通安全計画の策定が努力義務から
でき る 規定になっ たこ と から 、 令和８ 年度以降の市交通安全計画は策定せず、 県計画及
び年度ごと に定める 「 袋井市交通安全運動基本方針」 に基づき 事業（ カーブミ ラ ーなど
交通安全施設の点検等） を展開し ていく 。

◆令和６ 年度から 継続的に取り 組んでいる ス ポーツ ク ラ ブと コ ラ ボし た交通安全啓発を
拡充する ななど 、 幅広い年齢層に対し 、 交通安全対策を展開する 。

◆通学路の安全確保については、 地元自治会や学校関係者、 警察など 多く の視点から 課
題を共有し 、 ソ フ ト ・ ハード 両面から 適切な対策を講じ ていく 。

◆交通安全教育については、 県交通安全協会袋井地区支部の交通安全指導員と 連携し 、
引き 続き 、 高齢者向けの身体機能ト レ ーニングや幼稚園・ 小中高校等での自転車教室な
ど の交通安全講習を 実施し ていく 。

　 「 袋井市交通安全運動基本方針」 に基づき 、 各種団体と 連携し た啓発活動やカーブミ
ラ ーや道路区画線など の交通安全施設の点検など の事業を 実施し ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 の 目 的
・

概 要

『 交通事故死者を 発生さ せない』
『 人身事故発生件数は、 毎年360件以下を 目指す』
　 交通安全対策基本法に基づき 、 ５ 年ごと に「 袋井市交通安全計画」
を 策定し ており 、 第11次計画（ 令和３ ～７ 年度） では、 上記２ つの趣
旨に基づき 、 交通安全啓発活動を展開し ている 。
　 市では、 交通安全対策委員会を設置し 、 毎年度の交通安全対策の基
本指針を 定め、 警察や静岡県交通安全協会袋井地区支部など の関係機
関や交通安全会連合会や交通指導隊など の交通安全推進組織と 連携し
ながら 、 総合的かつ効果的な運動を 推進し ている 。

参考： R7当初 0 千円
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事 業 の 目 的
・

概 要

①住民の生活道路について、 夜間の地域住民の安全確保と 犯罪防止を図
る こ と を目的と し て、 LED防犯灯を設置する 自治会や自治会連合会に対
し 、 設置費の一部を補助する 。 ま た、 自治会と 自治会の境目や小学校又
は中学校の通学路に指定さ れている 場所には、 地域から の要望に基づい
て市が防犯灯を設置し 、 維持管理を行う 。
 
②袋井警察署管内における 刑法犯の認知件数は増加傾向にあり 、 高齢者
を狙った特殊詐欺被害も 依然と し て高止ま り 状況である こ と から 、 袋井
警察署が取り 組む防犯活動を支援し 、 市民の防犯意識を高める と と も
に、 犯罪など が起き にく い地域環境づく り を行う 。

参考： R7当初 9, 566 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

①LED防犯灯を 設置する 自治会や自治会連合会に対し 、 設置費の一部を 補助
＜補助金額＞１ 灯あたり の設置にかかる 費用の２ 分の１ 以内（ 1, 000円未満切り 捨て）
＜補助限度額＞電柱添架⇒４ 万円、 支柱（ 鋼管ポールなど ） ⇒５ 万円
②自治会と 自治会の境目や小学校ま たは中学校の通学路に指定さ れている 場所には、 地域
から の要望に基づいて市が防犯灯を 設置し 、 維持管理を 実施
＜Ｒ ６ 年度末現在の設置基数＞203基（ 市設置分）
③袋井市防犯推進協会へ交付金を 支出し 、 防犯対策の取り 組みに対する 支援を 実施
防犯啓発用のぼり 旗を各地区へ配布
④自治会連合会及び袋井警察署と 連携し 、 特殊詐欺被害防止に向けた防犯講話や国際電話
休止届受付サービ ス 出張所を 実施
防犯講話： 小野田自治会ほか５ 自治会、 受付サービ ス 出張所（ 市役所１ 階ロ ビ ー） ２ 回
⑤地区から の要請に基づき 、 青色回転灯防犯パト ロ ール講習会を 袋井警察署と 連携し て実
施
＜Ｒ ７ 年度実績・ 見込＞高南、 豊沢、 袋井西、 袋井北　 ほか７ 地区
⑥青色回転灯防犯パト ロ ール推進大会を 実施
令和７ 年７ 月19日、 市役所西側駐車場　 125人参加、 青色回転灯パト ロ ール車： 約50台
⑦メ ロ ーねっ と 、 市ホーム ページ等において不審者情報や防犯情報を発信
防犯団体から の防犯関連通信や不審者情報、 重大事案について、 メ ロ ーねっと やコ ミ セン
LI NEを通じ て各地域へ情報提供し 、 周知啓発を行う

①LED防犯灯を設置する 自治会や自治会連合会に対し 、 設置費の一部を補助する 。
②地域から の要望に基づき 、 自治会境界や通学路において、 必要に応じ て市が防犯灯を設置
し 、 維持管理を行う 。
③青色回転灯防犯パト ロ ール講習会等を袋井警察署と 連携し て実施する 。
④青色回転灯防犯パト ロ ール推進大会を実施する 。
⑤メ ロ ーねっと 、 市ＨＰ において、 不審者情報や防犯情報を発信する 。

①令和９ 年度末ま での蛍光灯製造終了を踏ま え、 市内全域の自治会管理の防犯灯のLED化に
向けて、 地域に対する 支援を継続する 。
②市設置の防犯灯については、 点灯確認や維持管理を継続し 、 必要に応じ て新規設置や更新
を行う 。
③袋井警察署や防犯団体等と の連携を継続・ 強化し 、 地域や市民に対する 防犯情報の提供や
啓発を推進する こ と で、 地域の防犯力や市民の防犯意識の向上を図る 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 6, 652 千円

令和

事 業 名 防犯灯設置、 防犯対策推進事業

担 当 課 総務部　 協働ま ちづく り 課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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担 当 課 企画部　 多文化共生推進課、 危機管理部　 危機管理課

令和 8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 名 外国人と 備える 防災訓練

事 業 期 間 令和７ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 40 千円 参考： R7当初 0 千円

＊令和９ 年度以降の展開

　 「 外国人と 備える 防災訓練」 を他地区でも 実施でき る よ う 、 横展開を 図っ てい
く 。 ま た、 すでに実施し た地域においては、 自走化でき る よ う 支援し ていく こ と
で、 多く の市民に外国人市民と と も に地域で生活する こ と を 実感し ても ら い、 多文
化共生の意識を醸成し ていく 。

事 業 の 目 的
・

概 要

　 外国人市民も 「 助ける 人」 へ
・ 地域で学び、 働く 、 外国人市民にも 災害時には「 助けら れる 人」
から 「 助ける 人」 になっ ても ら い、 災害時の貴重な担い手と し て活
動し ても ら う こ と を 目指し て、 令和７ 年度に初めて開催し た。
・ 本訓練を通じ 、 日本人には「 外国人も 貴重な地域防災の担い手に
なる こ と 」 を 、 外国人には「 誰も が助ける 人になれる こ と 」 を実感
し 、 支え合える 関係である こ と を認識し 、 すべての人の安心・ 安全
につなげる 。

事
業
内
容

＊事業の経過

・ 令和７ 年８ 月31日の総合防災訓練において、 上山梨地区を モデル地区と し て、 地
域住民や日本語学校の協力を 得て、 応急救護訓練や炊き 出し 訓練など を 外国人市民
と と も に実施し た。
・ 訓練には約100人が参加。 留学生と 外国人受入れ企業の従業員ら 22人が参加し 、 地
区の７ 自治会の住民や中学生と 一緒に非常食の炊き 出し や応急救護訓練に取り 組ん
だ。

＊令和８ 年度に行う こ と

外国人と 備える 防災訓練×県総合防災訓練
　 令和８ 年度に静岡県及び磐田市、 袋井市、 森町で共同開催さ れる 静岡県総合防災
訓練では、 県や応援協定先など と 連携し た実災害に近い状態での実動訓練が計画さ
れている 。 地域や企業と 連携する こ と で外国人市民の参画を 促し 、 令和７ 年度に引
き 続き 、 「 助けら れる 人から 助ける 人へ」 をテーマに、 実践的な訓練を 行う 。
【 日時】 令和８ 年11月15日（ 日）
【 会場】 さ わやかアリ ーナ
【 対象】 自主防災隊、 民間事業者（ 避難所周辺企業） 、 日本語学校
【 内容】 外国人市民の防災ハンド ブッ ク 等の活用によ り 災害の基礎知識を身に付け
る と と も に、 テント の設営等の実践的な訓練を 実施する 予定。

４ 月～７ 月　 静岡県や関係団体と の調整・ 会議
　 　 　 ８ 月　 関係団体への説明会
　 　 　 10月　 関係団体と の個別打ち合わせ
　 　 　 11月　 防災訓練実施
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＊令和９ 年度以降の展開

・ 防災関係機関と 連携し た訓練を 実施する 。
・ 静岡県では、 次回は、 ９ 年後の2035年に、 静岡県、 袋井市、 磐田市、 森町と の共
同開催を計画（ 予定） し ている 。

事 業 の 目 的
・

概 要

　 静岡県総合防災訓練（ 実働訓練） は、 昭和54年度から 県内の各市
町を会場に県と 市町と の共催で訓練を実施し ており 、 2026年度（ 令
和８ 年度） は、 静岡県、 袋井市、 磐田市、 森町の共同開催と なる 。
　 本訓練では、 国や県、 防災機関、 応援協定先と 連携し て実施する
こ と によ り 、 災害対応への対応力を 向上さ せる と と も に、 市民に
「 自助」 と 「 共助」 の重要性についての理解を 深めても ら う こ と を
目的と する 。
訓練テーマ　 「 みんなで高めよ う 　 中遠の防災力」
　 　 　 　 　 　 ～自助・ 共助・ 公助によ り 南海ト ラ フ 地震に備える ～
訓練実施日　 2026年（ 令和８ 年） 11月15日（ 日）

事
業
内
容

＊事業の経過

・ 静岡県及び磐田市、 森町と の協議で、 訓練実施日や名称の決定、 訓練参加予定団
体を招いた全体説明会（ 令和８ 年１ 月27日( 火) 開催） について調整を 行っ た。
・ 2025年度（ 令和７ 年度） に焼津市及び藤枝市が実施し た防災訓練の説明会への参
加、 訓練の視察を 行っ た。
・ 市が、 現在必要と する 訓練や、 2009年度（ 平成21年度） に実施し た訓練（ 静岡
県・ 袋井市総合防災訓練） 、 2025年度（ 令和７ 年度） の焼津市及び藤枝市が実施し
た訓練を参考と し 、 2026年度（ 令和８ 年度） に実施する 訓練項目や訓練実施場所の
検討を 行っ た。

＊令和８ 年度に行う こ と

　 次の方針に基づき 、 関係機関、 団体と 訓練内容について協議を 行い、 普段行っ て
いる 訓練では、 実施でき ていない訓練を 計画実施する 。
　 ま た、 訓練を行う 中で、 課題と なった事項については、 計画、 マニュ アルの改
善、 見直し を 行う 。
・ 市災害対策本部各班によ る 災害対応（ 実働） 訓練を 、 関係機関や協定締結団体等
と 連携し 実施する 。
・ 公助が届く ま での発災初期の自助、 共助によ る 救出救助や応急救護等の強化を 図
る ため、 市民や自主防災隊に参加し ても ら い訓練を 実施する 。
・ 実際に避難所の運営を 行う こ と と なる 避難者（ 市民・ 自主防災隊） に、 避難所の
設営から 運営を行っても ら い、 知識、 経験を地域防災力の強化につなげる 。 （ 多様
性、 子ど も から 高齢者ま で全世代で参加）
・ 地域防災計画に定める 事項や手順の確認を行い、 受援部隊等の受入体制の強化を
図る ため顔が見える 関係づく り を 行う 。

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 20, 000 千円 参考： R7当初 ― 千円

担 当 課 危機管理部　 危機管理課

令和 8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 名 静岡県・ 磐田市・ 袋井市・ 森町総合防災訓練の実施
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＊令和９ 年度以降の展開

　 消防団組織最適化計画に基づき 、 機能別団員制度の導入を進める と と も に、 状況
を 見ながら 条例定数や対象年齢について検討を 行う 。
　 ま た、 消防団の組織体制及び充実強化について、 団員や地域の理解を得ながら 、
団員の負担軽減や消防団のプロ モーショ ンなど 適時適切な見直し を行う 。

事 業 の 目 的
・

概 要

　 消防団員不足は、 全国的な課題と なっ ており 、 袋井市においても
同様に条例定数660人に対し 、 2025年（ 令和７ 年） ４ 月１ 日現在、
団員数470人と 、 充足率は71. 2％と なっている 。
　 こ のため、 2021年度（ 令和３ 年度） から ３ 年間、 消防団員の処遇
改善を はじ め、 出動報酬の創設、 消防団のプロ モーショ ン、 活動の
改善など 、 団員の負担軽減と 住民への入団促進など の取り 組みを
行ってき た。
　 ま た、 持続可能な組織体制と する ため、 2024年度（ 令和６ 年
度） 、 2025年度（ 令和７ 年度） の２ 年間で袋井市消防団組織最適化
計画を 策定し 、 維持、 強化に取り 組む。

事
業
内
容

＊事業の経過

　 2021年度（ 令和３ 年度） から ３ 年間、 「 袋井市消防団充実強化検討会（ 委員12
人） 」 によ り 、 出動報酬の創設など 団員の処遇改善や入団促進など を 検討する と と
も に、 団員の負担軽減など 検討し た内容について継続的に取り 組んでいる 。
　 2024年度（ 令和６ 年度） から ２ 年間、 「 袋井市消防団組織最適化検討会（ 委員17
人） 」 によ り 、 消防団組織の最適化を図る ため、 条例定数、 対象年齢、 機能別団員
制度の必要性、 分団の統合について検討を 行い、 2026年度（ 令和８ 年度） から 2035
年度（ 17年度） の10年を 計画期間と する 「 袋井市消防団組織最適化計画」 の策定に
取り 組んでいる 。

＊令和８ 年度に行う こ と

　 消防団組織最適化計画で定めた事項について、 消防団や関係者など と 意見交換
し 、 制度設計や条例改正を進める 。
　 ま た、 消防団活動の充実強化を 図る ため、 活動等の報告をはじ め消防団活動の周
知や入団促進を図る 。

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 0 千円 参考： R7当初 0 千円

担 当 課 危機管理部　 危機管理課

令和 8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 名 消防団組織体制の充実につなげる 取組
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担 当 課 危機管理部　 危機管理課

令和 8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 名 消防ポンプ車更新

事 業 期 間 令和５ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 30, 050 千円 参考： R7当初 28, 835 千円

＊令和９ 年度以降の展開

　 17年を経過し た消防ポンプ車（ 3. 5t 未満車） の計画的な更新（ 普通自動車免許で
運転可能な車両への更新）
　 ＜予定＞
　 2027年度（ 令和９ 年度） 袋井第10分団
　 2028年度（ 令和10年度） 浅羽第１ 分団
　 2029年度（ 令和11年度） 袋井第６ 分団
　 2030年度（ 令和12年度） 以降９ 台更新予定
　 ま た、 各分団に既に配備し ている 車両（ ５ ｔ 未満車） を 運転する ために必要な準
中型自動車免許を 取得する 団員へ補助金を 交付する 。

事 業 の 目 的
・

概 要

　 2017年（ 平成29年） ３ 月に道路交通法の一部改正によ り 準中型制
度が新設さ れ法改正後に普通免許取得し た団員については、 ５ ｔ 車
の消防車両の運転が不可能と なり 、 令和15年には、 ５ ｔ 車の消防車
両を運転でき る 団員がいなく なる 可能性がある こ と から 、 災害時適
切に対応でき る よ う 、 耐用年数が経過し た車両を普通免許で運転で
き る 3. 5ｔ 未満車へ計画的に更新を 進めている 。

事
業
内
容

＊事業の経過

　 分団に貸与し ている 消防ポンプ車は購入後17年で更新を 行っ ている 。

2023年（ 令和５ 年度） ・ ・ ・ 浅羽方面隊第４ 分団の消防ポンプ車更新（ １ 台）
2024年（ 令和６ 年度） ・ ・ ・ 袋井方面隊第４ 分団の消防ポンプ車更新（ １ 台）
2025年（ 令和７ 年度） ・ ・ ・ 袋井方面隊第７ 分団の消防ポンプ車更新（ １ 台）

 ま た、 各分団に既に配備し ている 車両（ ５ ｔ 未満車） を 運転する ために必要な準中
型自動車免許を取得する 団員へ補助金を 交付し ている 。 （ 2024年度　 １ 人、 2025年
度　 ４ 人）

＊令和８ 年度に行う こ と

　 浅羽方面隊第３ 分団消防ポンプ車の更新（ 購入　 2007年度（ 平成19年度） ）
　 ま た、 各分団に既に配備し ている 車両（ ５ ｔ 未満車） を 運転する ために必要な準
中型自動車免許を 取得する 団員へ補助金を 交付する 。
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事 業 の 目 的
・

概 要

　 家庭内減災対策の取組の１ つと し て、 家具の固定や非常持出品の
用意と 併せて、 家庭における １ 週間分の備蓄品の用意をし ていただ
く ため、 市内のホームセンタ ーなど の事業所等と 連携し 、 非常持出
品や防災備蓄品の整備を 市民に促す取り 組みを 企画し 、 防災週間や
訓練に合わせて防災啓発展示を 実施し 普及を図る 。
　 市民意識調査（ 18歳以上） で「 非常食や飲料水、 懐中電灯など １
週間分の備蓄をし ている 」 と 回答し た市民の割合が、 2025年度（ 令
和７ 年度） 74. 7％であり 、 第３ 次袋井市総合計画前期基本計画で定
める 取組指標の目標、 2030年度に80%に向けて取り 組む。

参考： R7当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

2024年度（ 令和６ 年度）
　 「 自助」 「 共助」 推進のため、 郵便局や市内のホームセンタ ーに協力を し ていた
だき 、 各事業所が扱う 防災用品カタ ロ グなど を 、 防災訓練説明会の際、 自主防災隊
長へ紹介・ 配布し 、 備蓄の必要性について周知啓発を 行っ た。

2025年度（ 令和７ 年度）
　 2024年度（ 令和６ 年度） に引き 続き 各事業所が扱う 防災用品カタ ロ グの紹介・ 配
布をする と と も に、 イ オン袋井店と 連携し 、 防災備蓄の必要性について、 周知啓発
に努めた。

　 こ れま での取組のほか、 市内のホームセンタ ーなど の事業所等と 連携し て、 非常
持出品や防災備蓄品の整備を 市民に促す取り 組みを 企画し 、 防災週間や防災訓練等
にあわせ、 市のチラ シなど を 活用し て備蓄や、 ロ ーリ ングス ト ッ ク など 促進を図
る 。

　 令和８ 年度の実績を 踏ま え、 啓発方法の改善や協力事業所の拡大など 、 よ り 効果
的な防災備蓄促進に取り 組んでいく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 0 千円

令和

事 業 名 事業所と 連携し た防災備蓄の促進

担 当 課 危機管理部　 危機管理課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要
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担 当 課 危機管理部　 危機管理課

令和 8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 名 防災講演会等でのメ ロ ーねっ と の登録促進

事 業 期 間 令和８ 年度　 ～　

予 算 額 Ｒ ８ 当初 219 千円 参考： R7当初 500 千円

＊令和９ 年度以降の展開

　 ス マート フ ォ ン等の携帯端末の取扱いが不慣れな方にも 活用し ていただける よ う
な案内方法を 検討し 、 よ り 多く の方に登録し ていただける よ う 周知啓発を 図る 。

事 業 の 目 的
・

概 要

　 日ごろの備えや早めの避難行動につなげる ため、 防災講話や防災
訓練説明会の場でメ ロ ーねっ と の紹介と 登録支援を 行い、 広く 市民
へ周知啓発を 行う 。
 「 メ ロ ーねっと 」 の登録率（ 防災情報） は、 現状32. 8％（ 2024年
度） と なっ ており 、 第３ 次袋井市総合計画前期基本計画で定める 取
組指標の目標、 2030年度に43%に向けて取り 組む。

事
業
内
容

＊事業の経過

　 各地区での防災講話や防災訓練説明会等にて、 出席者へメ ロ ーねっ と の登録・ 活
用についての紹介や、 周知啓発チラ シの配布を 行っ ている 。
　 ま た、 防災講話の中で希望者に対し 、 登録のサポート を 行っ ている 。
　 防災訓練など の機会を 捉え、 自主防災隊長から 住民に対し メ ロ ーねっと の登録推
進をお願いし ている 。
　 令和６ 年度末登録者数： 28, 704人

＊令和８ 年度に行う こ と

　 引き 続き 、 防災講話や防災訓練説明会等において、 メ ロ ーねっ と の紹介や地域へ
の周知啓発と 合わせて登録作業の支援を 行い、 登録促進を 図る 。 ま た、 協力事業所
等での防災備蓄促進と 合わせて登録の推進も 行い、 広く 市民へ周知啓発を 行う 。
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＊令和９ 年度以降の展開

　 災害時に迅速に使用でき る よ う 保守管理を行う と と も に、 多く の職員が使用でき
る よ う 研修や操作訓練を 実施する 。

事 業 の 目 的
・

概 要

　 災害対策基本法及び被災者生活再建支援法に基づき 、 袋井市民の
生命、 身体及び財産を 災害から 保護し 、 災害時における 生活の再建
を 支援し 、 住民の生活の安定と 速やかな復興など 被災後の生活再建
を 支援する ために、 被災者支援シス テムを 導入し 支援体制の強化を
図る 。
　 袋井市地域防災計画に基づき 、 災害に強いま ちづく り を 目指し 、
袋井市地震・ 津波対策アク ショ ンプロ グラ ム2023に掲げた「 人命被
害ゼロ 」 を 達成する ため様々な防災対策に取り 組む。

事
業
内
容

＊事業の経過

　 災害対策基本法及び被災者生活再建支援法に基づき 、 袋井市民の生命、 身体及び
財産を 災害から 保護し 、 災害時における 生活の再建を 支援し 、 住民の生活の安定と
速やかな復興など の支援体制の強化や被災者支援シス テムの導入に向け検討を行っ
ている 。

＊令和８ 年度に行う こ と

　 災害発生時において被災者の被害状況把握を 迅速かつ効率的に行い、 被災者の生
活再建支援を ス ムーズに行う こ と と 併せて、 罹災証明書の申請手続のオンラ イ ン化
する ためなど 関係課と 協議し 、 被災者支援シス テムを 導入する 。
　 ま た、 11月15日実施の静岡県・ 磐田市・ 袋井市・ 森町総合防災訓練において、 操
作方法の確認や罹災証明書の発行など の訓練を 行う 。

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 20, 258 千円 参考： R7当初 ― 千円

担 当 課 危機管理部　 危機管理課

令和 8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 名 生活再建を 支援する ためのシス テム の導入
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担 当 課 総務部　 浅羽支所市民サービ ス 課

令和 8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 名 浅羽支所「 おく やみワ ンス ト ッ プ窓口」 の開設

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 0 千円 参考： R7当初 0 千円

＊令和９ 年度以降の展開

袋井市浅羽支所「 おく やみワ ンス ト ッ プ窓口」 の本格稼働

事 業 の 目 的
・

概 要

＜おく やみワ ンス ト ッ プ窓口の開設＞
浅羽支所に、 亡く なら れた方に関する 市役所の手続き をワ ンス ト ッ プで
サポート する 「 おく やみ窓口」 を開設し 、 市役所で行う 約８ ０ 種類の手
続き と 相談に一括し て応じ る こ と を目指す。
手続き ごと に本庁や教育会館、 総合健康センタ ーなど の担当課を回る 必
要がなく なり 、 ご遺族の負担軽減及び市民サービ ス の向上を図る 。

●対象手続き ： 本庁、 総合健康センタ ー、 教育会館など 、 市に申請する
約８ ０ 種類の一体的な対応
●ワ ンス ト ッ プ窓口： 担当課を移動する こ と なく 、 原則１ 箇所で完了
●書類の記入を一部省略： 基本情報（ 住所氏名等） を一部省略し 、 申請
負担の軽減
●漏れなく 案内： 事前予約によ り 、 必要な手続き を漏れなく ご案内
●対象者： 死亡時の住所が袋井市内の故人のご遺族

事
業
内
容

＊事業の経過

浅羽支所市民サービ ス 課は、 死亡に伴う 手続き （ 約４ ０ 手続き ） を総合窓口と し て既に電話
予約制で対応し ている 。
さ ら に、 他課で行っている 手続（ 約４ ０ 手続き ） についても 、 浅羽支所市民サービ ス 課でま
と めて対応する こ と を目指す。
＜令和６ 年度＞
　 袋井市こ ど も 交流館あそびの杜整備基本計画の策定
＜令和７ 年度＞
①袋井市浅羽支所庁舎窓口機能整備方針の策定（ 基本計画の具現化）
　 ⇒「 おく やみワ ンス ト ッ プ窓口」 を重点取組と し て方針決定
②支所職員によ る 「 窓口改善ワ ーク ショ ッ プ」 の開催（ 10回程度）
③業務フ ロ ー、 マニュ アル化の検討、 試験実施・ 気づき の共有、 改善
④エク セルによ る 申請フ ォ ームでの検証

＊令和８ 年度に行う こ と

①業務フ ロ ー、 マニュ アル化の継続検討、 ワ ーク ショ ッ プ
②おく やみワ ンス ト ッ プ窓口の運用決定（ R8. 9）
③浅羽支所「 おく やみワ ンス ト ッ プ窓口」 開設試行（ R8. 10～）
④窓口予約シス テムの予算化検討

63



事 業 の 目 的
・

概 要

　 公共施設の老朽化が進む中、 将来にわたり 施
設管理と 財政運営を 両立さ せていく こ と が自治
体経営上の課題と なっている 。 こ のため本市で
は、 長期的な視点で更新・ 統廃合・ 長寿命化を
行う ため、 2016年（ 平成28年） ６ 月に公共施設
等総合管理計画を 策定し 、 公共施設マネジメ ン
ト に取り 組んでいる 。 本計画は2016年（ 平成28
年） 度から 2055年（ 令和37年） 度ま での40年間
を 計画期間と し た長期計画である ため、 10年ご
と に見直し を 行う こ と と し ている 。

参考： R7当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

平成27年度　 　 公共施設白書の作成（ 公共施設の現状整理）
平成28年度　 　 袋井市公共施設等総合管理計画の策定
平成29年度　 　 公共建築物予防保全対策プロ ジェ ク ト チーム設置
平成30年度　 　 公共施設マネジメ ント シス テム運用開始、 公共建築物点検開始
令和元年度　 　 個別施設計画の策定
令和２ 年度　 　 プロ ジェ ク ト チームで協議し た優先順位によ る 、 長寿命化工事開始
令和５ 年度　 　 袋井市公共施設等総合管理計画の一部改訂

〇公共施設等総合管理計画の改訂
（ １ ） 公共施設の縮減目標設定
（ ２ ） 公共施設等（ 道路、 橋り ょ う 、 公園等のイ ンフ ラ を 含む） の現況と 、
　 　 更新費用等の再算定
（ ３ ） 施設分類ごと （ 小中学校、 コ ミ ュ ニティ ーセンタ ー、 庁舎、 イ ンフ ラ など ）
　 　 に、 長寿命化や統廃合など のおおま かな方針の決定

〇公共施設再配置計画の策定
（ １ ） 縮減目標に基づき 、 対象施設と 再配置の実施期間（ ４ 期程度） の設定
（ ２ ） 継続、 廃止、 他施設へ統合など 、 今後の方向性を決定
（ ３ ） 期間ごと に施設再配置計画を 定める

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 11, 000 千円

令和

事 業 名 公共施設等総合管理計画の改訂

担 当 課 財政部　 財政課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

Plan

Do

Check

Action
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事 業 の 目 的
・

概 要

【 目的】
従来の対面・ 書面中心の手続き にデジタ ル技術を 組み合わせる こ と
で市民サービ ス の向上と 業務の効率化を目指す。
【 概要】
袋井市役所窓口の現状と 課題等を踏ま え、 社会の変化や市民ニーズ
に柔軟に対応する ため、 ①窓口サービ ス の充実と 、 ②庁舎内の事務
処理（ バッ ク ヤード ） の効率化・ 集約化を 一連の取組と し て捉え、
「 フ ロ ント ヤード 」 と 「 バッ ク ヤード 」 の両方の改革を進める こ と
で、 市民と 市役所の接点をよ り 充実さ せる 。

参考： R7当初 2, 751 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

【 令和６ 年度】 事務局： デジタ ル政策課、 市民課、 総務課、 市民サービス 課
　 ・ 副市長を リ ーダーと し 「 フ ロ ント ヤード 改革推進プロ ジェ ク ト チーム」 を結成
　 ・ 若手職員で構成さ れた「 窓口デザイ ンチーム」 によ る 課題の整理
　 ・ 窓口の状況把握を 行う ため窓口体験会を実施
　 ・ 本市が目指す窓口の方向性を 示し た「 フ ロ ント ヤード 改革基本方針」 を 策定
【 令和７ 年度】 事務局： 総務課
　 ・ 窓口支援シス テム等の研究
　 ・ 窓口関係の所属で構成し た「 フ ロ ント ヤード 改革ワ ーク ショ ッ プ」 を 開催
　 　 ➣必要な窓口ソ リ ュ ーショ ンや窓口の型の検討
　 ・ 市役所窓口に関する 市民アンケート を 実施

【 市役所窓口の最適化検討】
　 市民生活部を中心に窓口関係部署の業務の可視化を 行い、 事務手続き の見直し を
行う 。 ま た、 本市に最適な窓口の型に合わせ、 １ 階窓口のレ イ アウ ト の検討や、 発
券・ 予約シス テムなど 必要な機器等の検討や実証を 行う 。
【 コ ンビニでのマイ ナンバー入り 住民票の交付開始】 ＜特別枠採択事業＞
コ ンビ ニ交付の利用率を 向上さ せ、 窓口の待ち時間を 短縮する と と も に市民の利便
性を高める ため、 コ ンビ ニで提供する サービス を拡充する 。
【 本庁舎等へのキャ ッ シュ レ ス レ ジ導入】
市民の利便性向上と 行政事務の効率化を 図る ため、 市民課・ 納税課・ 市民サービ ス
課にキャ ッ シュ レ ス レ ジを導入する 。

・ 誰も がス ト レ ス フ リ ーで、 市民と 職員が笑顔でつながる 市役所窓口を目指し 、 窓
口の課題解決に向けた取り 組みを 実施。
・ 市民と 職員の双方にと って、 よ り 効率的で便利な窓口と する ために必要なシス テ
ムや機器を 導入する 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和６ 年度～令和10年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 11, 273 千円

令和

事 業 名 フ ロ ン ト ヤード 改革の推進

担 当 課 総務部　 総務課、 市民サービ ス 課、 市民生活部　 市民課、 企画部　 デジタ ル政策課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要 特
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事 業 の 目 的
・

概 要

　 市内の特産品や体験など 、 本市の魅力の発信と 認知を高める 方策
と し て、 ふる さ と 納税制度を 活用し 、 魅力ある 「 返礼品」 と し て磨
き ・ 仕立てあげる こ と で、 従来の手法（ 各事業者の情報発信） では
リ ーチでき なった層へのPRを 実現さ せる と と も に、 ふる さ と 納税
（ 寄附） の獲得と 地域経済の振興を 図る 。
　 具体的には、 商品のセールス ポイ ント やシズル感のある 写真撮影
など 、 訴求力のある 魅せ方を 支援する ほか、 効果的なWEB広告の掲
載やリ アルイ ベント での商品紹介など 実施する 。

参考： R7当初 13, 000 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

　 ふる さ と 納税を めぐ る 制度改正や消費者ニーズの変化など に迅速かつ的確に対応
し つつ、 本市の魅力発信を通じ た寄付獲得や来訪機会の創出など 、 関係人口の充実
に努める 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和８ 年度　 ～　

予 算 額 Ｒ ８ 当初 16, 000 千円

令和

事 業 名 ふる さ と 納税制度を 活用し た地域の魅力発信事業

担 当 課 企画部　 企画政策課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

（１）ふるさと納税ポータルサイトの充実（21サイト）

Amazonふるさと納税や宿泊に特化したサイト

「一休ふるさと納税」や「Yahoo!トラベル」など追加

（２）返礼品の充実（215品追加／計982品）

パナソニック製洗濯機、お米（コシヒカリ・にこまる）

法多山季節限定だんご引換券、PayPay商品券、

GRガレージ愛車撮影ほか

（３）広告宣伝の強化

雑誌広告、ふるさと納税サイトのバナー広告、

検索連動型広告の掲載

（１）事業者間連携による商品化等、返礼品の充実強化

アニメコンテンツとのコラボ商品や詰め合わせセット等

（２）広告宣伝の充実強化

ふるさと納税サイト内でのWeb広告の充実強化

首都圏でのリアルイベント出店

＜R8予算内訳＞

〇Web広告等に係る広告費 12,000千円

〇リアルイベント出展諸経費 4,000千円
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事 業 の 目 的
・

概 要

    ～水道事業窓口業務等の事務を４ 市で共同化～
        袋井市・ 掛川市・ 菊川市・ 御前崎市

利用者サービ ス の向上及び経営の効率化に向け、 ４ 市によ る 連携に
よ り 、 窓口業務等の事務の共同化と シス テムの共同調達を 行う 。

参考： R7当初 0 千円

事
業
内
容

＊事業の経過

令和５ 年～６ 年　 磐田市と 窓口業務等の事務の共同化の調整を 進めたが、 費用対効果や実施時期の調
整がつかなったこ と から 難し いと 判断
令和７ 年１ 月　 　 改めて近隣の掛川市へ検討の申し 入れ
令和７ 年10月　 　 掛川市・ 袋井市・ 菊川市・ 御前崎市の４ 市が実施に向けて合意
令和８ 年１ 月　 　 プロ ポーザル公告
令和８ 年３ 月　 　 契約（ 予定）

令和９ 年４ 月の運用開始に向け、 新シス テムへのデータ 移行や業務の調整、 引継ぎ、 ス マート 窓口設
置準備等を 行う

【 想定する ス キーム】

　 〇主な委託業務
　 窓口・ 受付業務
　 開栓・ 閉栓業務
　 検針業務
　 調定及び更正業務
　 料金収納業務
　 電子計算処理業務

令和９ 年４ 月の運用開始以降、 ４ 市において窓口業務等の効率化やサービ ス 向上に向けた検討を 進め
ていく 。

＊令和８ 年度に行う こ と

＊令和９ 年度以降の展開

事 業 期 間 令和７ 年度～令和13年度

予 算 額 Ｒ ８ 当初 58, 693 千円

令和

事 業 名 水道事業における 窓口業務等の事務の広域化

担 当 課 環境水道部　 水道課

8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

ー
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担 当 課 企画部　 デジタ ル政策課

令和 8 年度　 主要事業（ 取組） の概要

事 業 名 次期生成AI サービ ス の利用検証

事 業 期 間 令和８ 年度～

予 算 額 Ｒ ８ 当初 377 千円 参考： R7当初 0 千円

＊令和９ 年度以降の展開

令和８ 年度の利用検証の結果を 踏ま え、 県や県内市町と の共同利用など によ り 、 コ
ス ト メ リ ッ ト を 最大限得る と と も に、 ガイ ド ラ イ ン の改定など 、 組織と 職員のモラ
ルやリ テラ シーを 向上し た上で、 令和９ 年度から の本格実施を 目指す。

事 業 の 目 的
・

概 要

　 デジタ ル技術の中でも 特に生成AI は急速に発展し 、 行政事務に
おいても 有効なツ ールと なっている 。
　 本市では令和６ 年４ 月から 全庁で生成AI サービ ス を 利用し てい
る と こ ろである が、 技術は日々進歩し ており 、 文章生成に加え
て、 画像生成、 庁内情報に特化し た利用（ RAG機能） 、 多様な拡張
子によ る 入力・ 出力を可能にする マルチモーダル機能など にも 対
応でき る サービ ス が登場し ている こ と から 、 行政事務における 更
なる 効率化と 生産性の向上を図る ため、 次期生成AI シス テム の利
用に向けた検証を 行う 。 ま た、 県内自治体での共同利用など コ ス
ト メ リ ッ ト を 得る 形で実施する 。

事
業
内
容

＊事業の経過

　 文章作成など の行政事務の生産性を 向上する ため、 令和6年4月に全庁で生成AI
サービ ス の利用を 開始し て以来、 大規模言語モデルのバージョ ン アッ プや職員向け
の勉強会、 利用事例の共有を 図る など 、 利用の向上に努めている 。

＊令和８ 年度に行う こ と

１ ． サービ ス の効果検証
静岡県が利用中の生成AI サービ ス 「 exabase（ エク サベース ） 」 を 共同利用し て、
令和９ 年度の本格導入に向けて以下を 検証する 。
内容： RAG機能（ 議会答弁、 職員FAQ、 文書校正、 各課業務ﾏﾆｭｱﾙ）
　 　 　 マルチモーダル機能（ 画像生成、 Excel 分析）
検証期間： ６ ～12月
２ ． 生成AI サービ ス 利用環境整備
内容： 生成AI ガイ ド ラ イ ンの見直し
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